
月 ～ ―

―

○

○

○

○

○

○

○

款

3.効率的な行財政運営

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

総務事務事業

316

対　　　象
（誰のために）

市民に対して、各事務事業を通じて行政サービスを行おうとする市職員

Ⅴ計画の推進

一般管理費

総務一般事務に要する経費
施　 策 総務事務管理事業

3

413

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務監理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5611

1

新谷　洋子

一般会計

総務一般管理事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

2

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

電話 備考欄（留意事項）チェック

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ
○

―

（ ）

―

×

―

×

○

―

○

―

（ ）

―

―

×

12,730 7,026

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

33,000

受益者負担

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 32,296

人件費

23年度

人件費 受益者負担

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

合計 33,000

コスト（千円）

33,408 国県補助金等国県補助金等

市職員の行う事務事業に関して、一定の共通性や一貫性を図り、また、市全体としての事務の効率化を図るために、総合調
整機能を果たすことによって多様な事務を正確かつ円滑に処理していく。

議会関係事務（市議会招集手続、議決事件の把握と提出資料の取扱い、関係部課間の連絡調整、委員協議会の開催等につい
ての調整、議案等に関する各部課間の調整及び進行督促、議案の調整及び審査、議会に提出する資料の調整、議会との連絡
など）、行政文書収受発送配布事務（市役所本庁舎に到達した郵便物の収受及び郵便物の発送事務）文書事務の総轄管理及
び公印の管理など。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

24年度

33,000一般財源等

効
率
性

受益者負担

一般財源等合計45,02645,026 一般財源等

受益者負担を検証している

ゆうメール件数の増加によるコスト削減については、信書とゆ
うメール便の割合に限界がある。
また、他の団体等を活用する方法について今後検討の余地があ
る。効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

40,43440,434

コスト（千円）

合計

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

×

○

―

―

―

○

○

（ ）

円 円 円 ―

円 円 円 ―

―

○

（ ）

円 円 円

円 円 円

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市民への情報提供を行っている

対　前　年　比

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

コ ス ト

合計 33,000

年度実績値

1.50

単位当たりコスト①

23年度

－

33,000

人

備 考
（指標の計算方法、算式等）

－

23,000.00

－

－

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

合計

153.00

24年度

千円千円

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

－

25年度

－

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

計画値

指　標　名　等

－

実績値

計画値

45,026

必要人員

45,026

時間外勤務手当 千円

人

－

13,000.00 コスト削減のためゆうメール件数
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

0.85

40,43440,434

人

317.00

合計

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

円

ゆうメールと普通料金の差
額

計画値

実績値
ゆうメール割合

指
標

郵送料
単位

単位

3,700,000.00

－

－

7,000,000.00

10.00

算式：（普通料金－ゆうメール料金）×件数
ゆうメール便を利用したことによるコスト削
減額

－

計画値

実績値 3,657,213.00 6,567,179.00

－

23,000.00

円 実績値

単位当たりコスト③

実績値
ゆうメール件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

12,184.00

2.80 6.92

10.00

－

32,296,626.00

74.36

32,920,000.00

906,027

23年度 24年度

22,579.00

2,312,101

33,408,000.00

102.40

185.32%

13,000.00

33,000,000.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

コスト削減のためゆうメール件数
を上げることを目標とする。

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

継続する

休止、廃止をする

年度－

33,000,000.00

－ 他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

郵便料が増加傾向にあり更なる経費抑制方法について、アウトソーシン
グ等も含め検討する。

①

年度

年度

年度

2,312,101円（メール便料）÷
33,408,000円（合計郵便料）

改善項目

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

事務内容が多岐にわたるため、総括的に数量表記することは困難で
あり、郵送料等、数値化できるものに限定して管理することとし
た。
信書以外は安価なゆうメールを利用するよう啓発し利用割合が増加
し経費抑制を図った。

解決できていない課題

杉安　明彦

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

円 － 減額実績値 3,657,213.00 6,567,179.00 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

413 総務部 総務課（総務事務事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 総務事務管理事業
03中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

法制執務事務事業

3

一般管理費

総務一般事務に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市民及び職員

一般会計

414

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務監理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5611

01 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている01

電話
岡本　充行

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・市独自で作る例規で、特に市民に規制を与えたり、市民全般
に影響があるようなものを作る場合には、市民のニーズや意見
等を調査する必要があると考えるので、検討の必要がある。
・市の政策を制度化する部門は、今後「政策自治体」を目指す
上では非常に重要であり、他の実施主体に事務を移すことは不
適切である。

款 02

国や県と重複のない事務事業である

01

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

7,638 5,912

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

合計

○

○

―

―

○

○

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 3,098

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

各課が行う事業の内容を正確に表現し、市民に広く事業を行う根拠（条例、規則など）を周知する。

・法改正又は市が行う事業に対応して、適切に条例等の制定及び改廃を行う。
・公告をして市民に周知する。
・公告したものを例規集に編集する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,098

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 10,73610,736 一般財源等 9,010

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

9,010

・職員の研修を行って、各部門で例規の原案を作成する能力を
高めたい。法務の立場からの視線で原案が作られなければ、審
査も隅々まで行き渡ったものにならない。

・平成21年度から例規データベースの運用会社を見直し、運
用費用を見直し前の半分以下に抑えることができた。また、運
用もこれまでよりも容易になり、改正した内容が即時反映で
き、最新の例規の状況になるようになった。
（平成21年度から5年間の長期継続契約。）

　※　過去の直接事業費
　　　　Ｈ19　12,057千円
　　　　Ｈ20　13,534千円
　　　　Ｈ21　  2,388千円
　　　　Ｈ22　  3,098千円
            Ｈ23　  3,098千円

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

○

―

合計

×

○

0

H24年度　(4～12月)　(1～3月)
・条例　　　29件　　　１７件
・規則　　　20件　　　１７件
・告示　　　65件　　　２５件
・訓令　　　17件　　　　５件
　計　　　 131件　　　６４件

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

0.90

単位当たりコスト①

153.54% －

24,393.70

計画値

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

126.00

24年度

127.00

3,098,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 3,098,000

195.00
条例・規則取り扱い件数

－

実績値

計画値

－

15,887.18

190.00

合計

人

指　標　名　等

10,736

必要人員

10,736

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

180.00

9,010

127.00

－

0.70

9,010

・市独自で作る例規で、特に市民に規制を与えたり、市民全般
に影響があるようなものを作る場合には、市民のニーズや意見
等を調査する必要があると考えるので、検討の必要がある。

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

職員に対する法務研修を行う。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・紙ベースの例規集を120冊から60冊に減らし、加除のための手数と
廃棄される紙の量を減らした。
・例規の改正方法を改め文方式から新旧対照表方式に変更し、市民に
改正の内容が分かりやすくし、職員の改正にかける労力を軽減した。
・例規データベースの運用会社を見直し、大幅に運用費用を抑え、シ
ステムも使いやすいものに変更した。
・採用３年目までの職員対象に、法制執務の基礎研修を行った。

解決できていない課題

・職員に対する法務研修を行う。
・市民の意見を取り入れる方法を検討する。
・例規の審査にかける労力の軽減等、事務の方法を検討する。

改善項目

市民の意見（パブリックコメント）を取り入れる方法
を検討する。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

杉安　明彦

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
職員の法制執務能力及び政策形成能力

－実績値 年度

例規の審査にかける労力の軽減等、事務の方法を検討
する。

③

を検討する。
ｱｳﾄ

ｶﾑ

414 総務部 総務課（法制執務事務事業）



月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

16

施　 策 総務事務管理事業
中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

―

○

―

―

―

×

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

指定統計事業

3

対　　　象
（誰のために）

調査対象（個人・法人・事業所・団体等）

一般会計

465

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

統計調査費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5611

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
藤井　伸樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 2

国や県と重複のない事務事業である

5

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

7,214

1,540

3,801

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

○

合計

×

×

―

―

―

―

―

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,694

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

実状を明らかにするため行う統計調査につき、統計の真実性を確保し、的確な行政施策の基礎資料を得るため円滑な調査を
実施する。

統計法第２条に規定する基幹統計として指定された統計調査の実施。

統計法に基づいて実施される統計調査で、集計された調査票は「統計表」として公表され、様々な計画や施策の基礎資料と
して自治体において利用されるとともに、民間企業や大学など幅広い分野で活用されている。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,058 1,962

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 7,3688,908 一般財源等 5,859

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

3,897

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

―

0

毎年異なる統計が異なる対象に対
して行われており数量表記は困難

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

0.85

単位当たりコスト①

－

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

合計

81.00

24年度

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

－

実績値

計画値

－

180.00

合計

人

指　標　名　等

7,368

必要人員

8,908

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

5,859

－

0.45

3,897

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・調査員の確保が年々困難になってきている。
・統計調査専用のスペースの確保が困難である。個人情報を保護するた
めに厳重な管理が必要であり、大規模な調査が行われるときは物品の保
管に相当の広さの場所が必要である。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

杉安　明彦

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

465 総務部 総務課（指定統計事業）



～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

施　 策 総務事務管理事業
3中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

―

○

○

―

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

秘書事業

一般管理費

総務一般事務に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市長・副市長

一般会計

467

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務監理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5611

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
石井　幸恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

他市の状況については次のとおり（Ｈ24）
市名　　　　運転者　　　　安芸高田市を含めると、
広島市　　　職員対応　　　７市職員対応７市他の方法
尾道市　　　職員対応
呉市　　　　嘱託職員
福山市　　　技術員
三原市　　　臨時職員
三次市　　　労働者派遣
府中市　　　職員対応
庄原市　　　嘱託職員
大竹市　　　業務委託
竹原市　　　職員対応

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

10,333

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

―

7,835

○

合計

×

―

○

―

○

○

○

7,835

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

―

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 6,006

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

市長・副市長が円滑に公務遂行できるよう日程管理を行う

●各種行事・会議等への出欠席などの日程調整、随行、運転手の手配　●全国市長会・広島県市長会へ加入及び各種事務
●市長交際費の支出及びＨＰでの公開事務　●市長の資産公開事務　●要望活動等市長名での出席要請　●特別職旅行命令
簿の作成及び旅費の支出・飛行機チケット・宿泊等の予約　●祝辞・挨拶文の作成　●来客対応（湯茶接待）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,974

7,835一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 6,0066,006 一般財源等 16,307

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

16,307

竹原市　　　職員対応
東広島市　　職員対応
廿日市市　　業務委託
江田島市　　職員対応

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

○

7,835

出張回数：10６回
旅費合計：1,241,490円

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

7,835

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

出張回数：１２回
旅費合計：69,000円

年度

人

千円

24.00

1.15

単位当たりコスト①

104.95% －

11,014.16

計画値

－

有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

152,900

合計

225.00

24年度

101.00

1,241,490

－

ー

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,112,430

106.00

副市長要望等出張回数
－

市長要望等出張回数

－

実績値

計画値

50.00%

－

11,712.17

243.00

合計

人

指　標　名　等

6,006

必要人員

6,006

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

69,000

5,750.006,370.83

12.00

ー

ー

16,307

－

－

1.25

16,307

×

ー

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

昨年に引き続き、一部人材派遣により人的負担の軽減を行った。

解決できていない課題

現在職員が交代で対応している、市長・副市長の各種会議や行事へ参加
するための運転業務を、来年度より、段階的に導入される再雇用制度の
活用を検討する。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

杉安　明彦

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

467 総務部 総務課（秘書業務）



月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

16

施　 策 総務事務管理事業
中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

文書管理事業

3

一般管理費

対　　　象
（誰のために）

市民・市職員

一般会計

559

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5611

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤井　伸樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

7,602

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

合計

○

―

―

―

○

○

―

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

公文書管理法が制定後、市民は公文書を自由に、積極的に利用できる環境を整備していく必要があるため、文書のライフサ
イクルの適切な運用を行い、公文書の適切な管理・利用の促進を求める。

職員全員が文書管理の重要性について認識を深めるとともに適切な運用が行えるようにする。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,604 0

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 00 一般財源等 9,206

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

9,206

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

×

―

合計

―

○

0

書庫の整理は実施中であるが、全
て把握できていないため数量表記
することが困難

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

単位当たりコスト①

－

計画値

－

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

162.00

24年度

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

書庫整理進歩率

－

実績値

計画値

－

合計

人

指　標　名　等

0

必要人員

0

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

9,206

－

0.90

9,206

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

点

単位

計画値

実績値
職員の運用状況

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

81.00 90.00

85.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

委託事業者による職場点検の結果100.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

支所の書庫整理

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

無

年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

文書のライフサイクルの管理が職員に浸透しはじめてきた。

解決できていない課題

支所の書庫整理が計画どおり実行できていない。
本庁の廃棄作業が遅れている。

無

改善項目

本庁廃棄作業実施

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

杉安　明彦

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

559 総務部 総務課（文書管理事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 適正な人事・給与の管理
3

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

人材育成事業

3 平成

一般管理費

総務一般管理費

対　　　象
（誰のために）

　安芸高田市職員

一般会計

437

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5611

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤内　北斗

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　現在、社会や行政を取り巻く環境は日々変化し続けており、
それに対応していくためにも、行政職員に対する必要最低限度
の研修は不可欠な存在である。また、行政の効率化を図る観点
からも、職員一人一人の能力を最大限に引き出し、限られた行
政資源を最大限活用することは、今や欠かすことのできない目
的となっている。
　本市においては、安芸高田市人材育成基本方針に掲げている
「市民とともに、安芸高田市を創り、未来を拓く職員」を目指
す職員像としており、市民へよりよい行政サービスを提供する
ためにも、継続的に研修を行っていく必要がある。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

7,638

328

8,216

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

○

合計

―

○

×

―

○

×

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 3,127

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

・自治体職員としての基礎能力の向上や必要な専門的知識の習得を図り、業務遂行能力の向上を図る。
・職員としての使命感やモラル意識、責任感の醸成を図る。

・職位に応じた能力開発を行うための階層別研修のほか、基礎能力の向上や専門的知識の習得に必要な研修を全体研修の手
法により実施する。
・研修機関等に職員を派遣し、短期集中的に専門的知識・能力が習得できるよう派遣研修を実施する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,912 339

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 10,43710,765 一般財源等 11,128

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

10,789

　地方公務員法第39条により、職員に対し、勤務能率の発揮
及び増進を目的とする研修の機会を与える必要があることか
ら、各種研修を企画し、実施した。
　しかし、本市が独自に企画する研修においては、実施時期の

　広島県自治総合研修センターが主催する研修は、研修内容も
多岐にわたり、県内市町の人事担当による会議により、刻々と
変化するニーズにも適応している。また、他の研修に派遣する
より１人あたりのコストが安価であり、県や県内他市町職員と
の交流を深めることができるメリットがあることから、積極的
に研修への参加を促した。
　また、基本的に研修センターで行われる研修は、実施時間が
いずれの研修においても同様であることから、研修参加に際し
て、出来る限り公用車による乗り合い（同一の研修に限らな
い）での参加を促した。

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

―

0

H24
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝとｽﾄﾚｽｹｱ研修（250）
あいｻﾎﾟｰﾀｰ研修（332）
接遇ﾏﾅｰ向上研修（120）
多文化共生職員研修（173）
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修（91）
その他（1082）

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

H22　162人（一般85　特別77）
H23　144人（一般56　特別88）
H24　136人（一般74　特別62）

年度H26

人

千円

H26144.00

0.90

単位当たりコスト①

98.79% －

745.01

10.00

計画値

－

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

484,680

合計

243.00

24年度

2,073.00

1,592,800

－

140.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,544,400

2,048.00

広島県自治総合研修セン
ター参加者数

160.00

階層別等研修参加者数

－

実績値

計画値

94.44%

－

777.73

190.00

合計

人

指　標　名　等

10,437

必要人員

10,765

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

503,286

3,700.633,365.83

136.00

140.00

1,850.00

10.00 10.00 H22　6人

11,128

1,350.00

－

1.00

10,789 　しかし、本市が独自に企画する研修においては、実施時期の
問題が浮き彫りとなり、目標とする研修参加者数に到達するこ
とができなかったため、年度当初より、計画的に研修実施時期
を定めていく必要がある。
　また、広島県自治総合研修センターが主催する研修のうち、
参加対象者が固定していない特別研修への参加者数も、目標値
以下の結果となり、個々の職員へのアナウンスの方法や、積極
的に研修参加できる環境を作りに課題を残した。

×

1,850.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

回

職員１人あたり研修受講回
数

計画値

実績値

階層別・職場研修参加率
（平均）

指
標

研修センター研修（特別研
修）参加者数

単位

単位

80.00

37,080

85.00

6.00

－

－

6.00

85.00

研修参加者数/職員数
H23：3113/430
H24：2127/420

計画値

実績値

4.00

7.24 5.06

－

10.00

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
派遣研修参加者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

80.00

－

77.10 80.00

80.00 80.00

－

88.00

4,120.00

9.00

23年度 24年度

10.00

9.00

37,690

62.00

4,187.78

100.00%

10.00

―

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

参加対象者が固定していない特別
研修の参加者数

H22　6人
H23　9人
H24　9人

目標値
（目標年度）

年度

研修参加者数/研修受講対象者
（接遇マナー、ストレスケア、多文
化共生、フォローアップ研修等）

－

H26 年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

職場内研修（外部委託でない研修）の充実

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H26

―

年度

H26 年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　昨年度より実施しているＯＪＴによる人材育成について、昨年度
の実施状況を踏まえ、計画の見直しを図り、新たにチューター同士
の意見交換ができる場を設ける等の改善を行った。
　職員が大量に退職する中、次代を担う管理監督者の育成を目的と
し、今年度昇任した課長、課長補佐及び係長級を対象に、フォロー
アップ研修を実施。各職位において必要となる知識、技能の習得を
図った。

解決できていない課題

　今年度、職場内で行う研修の実施時期が重なり、結果的に各職員の研
修参加への機会を奪うこととなったため、早ければ前年度末に予め年間
の研修スケジュールを固める手立てが必要である。
　また、個々の研修の満足度調査（研修アンケート）を実施し、職員の
研修ニーズの把握に努め、よりよい研修企画を行えるよう、取組む必要
がある。

――

改善項目

広島県自治総合研修センター主催特別研修の積極的活
用

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

杉安　明彦

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

回

指標化できない成果

－ H24：2127/420実績値 7.24 5.06 年度

③

用
ｱｳﾄ

ｶﾑ

437 総務部 総務課（人材育成事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 適正な人事・給与の管理
1

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

職員人事管理事業

3 平成

一般管理費

総務一般管理費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市職員

一般会計

439

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5611

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
佐々木　満朗

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・社会環境の変化に伴い、住民ニーズも多様化する中、職員
個々の業務遂行能力の向上を図り、効率的で質の高い住民サー
ビスが提供できるよう総合的な人事管理運営が求められてい
る。
・行政改革の推進による人件費の抑制などの課題もあり、定員
適正化計画に基づき職員削減を継続している状況である。
・以上のような状況下において、適材適所の人員配置に努める
とともに、各事務事業が円滑に行われるよう人事管理を行っ
た。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

9,760

37,446

8,216

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

○

合計

○

×

×

―

○

○

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

 直接事業費 87,269

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

職員の勤務労働条件の整備をはじめ、4月の定例異動、新規職員採用、また職員不足の部署には人材派遣を求めるなど、職
員個々の能力が十分に発揮され、その結果住民福祉が向上するよう、側面から職員の士気の高揚やモラルの向上、労働条件
の整備を図る。

定期人事異動の実施や、業務の繁閑に応じた臨時職員の雇用や人材派遣の受け入れ、また、職員の公務上の災害に対する補
償事務を行うことなどにより、組織の活性化や当該年度にける重点事業に対応した適材適所の人事配置を可能とし、市全体
の業務が円滑に行われるよう人事管理を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等84,110 20,053

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 59,58397,029 一般財源等 92,326

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

72,273

・職員数は計画値以上に減少しているものの、非正規職員の雇用が増
加しているため、総じて人件費抑制という結果になっていない。
・時間外勤務については、合併来、総時間数・手当額とも減少傾向に
あるが、部署による格差や個人的な集中も見られ、各所属部署におけ
るコスト意識の向上や人事管理手法の検証、更なる工夫が必要と思わ

・職員数の減少に関わらず業務量は増加していく状態であり、
コスト削減を図りながら行政効果を上げていくためには、各事
務事業の精査を行い、民間委託等の可能性についても検討して
いく必要がある。
・時間外勤務の縮減については、年度当初に部署ごとの目標設
定を行うとともに毎月の進捗管理、さらには上半期の執行状況
を幹部会議において報告を行い、市全体及び各部署が設定した
数値目標が達成できるよう幹部職員に対し啓発を行った。時間
外勤務の削減に係る取組を継続的に実施していることから、一
定の改善効果は見られるものの、更なる縮減に向けた工夫が求
められる。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

―

0

異動者数/全職員数
（派遣職員を含み、新規及び退職
者を含まない）
Ｈ23　146/426
Ｈ24　101/407

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

％

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

30.00 非正規職員数/全職員数（正規職
員+非正規職員数）
Ｈ24年4月現在職員数
正規職員　計420人
非正規職員　計198人
（臨時39、非常勤158、派遣
１）

年度

30.00

H26

人

千円

H2632.40

1.15

単位当たりコスト①

72.30% －

－

計画値

－

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

243.00

24年度

34.30

－

30.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

24.80

全職員に対する非正規職員
の割合

30.00

全職員に対する異動率

－

実績値

計画値

98.77%

－

243.00

合計

人

指　標　名　等

59,583

必要人員

97,029

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

32.00

30.00

30.00

－ － 採用試験による最終合格者数

92,326

30.00

－

1.00

72,273
るコスト意識の向上や人事管理手法の検証、更なる工夫が必要と思わ
れる。
・メンタル不調を訴える職員が後を絶たないことから、管理職員をは
じめとした職場改善への意識改革が必要である。
・人事評価制度構築にあたっては、平成21年度より管理職員の試行を
継続的に実施するとともに、今年度においては試行範囲を拡大し、主
幹以下の職員も対象に実施した。本市の人事評価制度は個人の優劣を
評価するものではなく、他人より劣る点を把握し、改善することによ
り組織全体のレベルアップを図るという人材育成型を目指し、だれも
が納得できる制度の構築を進める必要がある。

・職員の人事管理については、直接は市民の参画等は考えられ
ないが、組織と各職員の事務分掌等必要な情報は広報紙等を通
じて広く提供している。

○

30.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

23.00 －
退職者数

単位 計画値 10.00

人 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

時間

単位

千円
時差出勤による効果額

計画値

実績値

職員一人当たりの年間時間
外勤務時間数（選挙・災害
等除く）

指
標

採用者数
単位

単位

4.00

1,043,280

5.00

2,500.00

23.00

15.00 11.00

－

－

2,500.00

66.00

H23：延べ301件　721時間
H24：延べ315件　758時間

計画値

実績値

2,500.00

2,047.00 2,131.00

－

－

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

採用試験実施による最終合
格者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

5.00

－

75.80 67.20

86.00 70.00

－

4.00

80,252.31

13.00

23年度 24年度

－

11.00

1,373,400

13.00

124,854.55

84.62%

－

人事管理事業

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

定員管理上の数値

定員管理上の数値

採用試験による最終合格者数
最終合格者1名に対するコスト

目標値
（目標年度）

年度

H23：27,673/365≒75.8
H24：24,388/363≒67.2

－

年度－

6.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

人材育成事業との連携

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H26

予算額に変更はないが、人事管理上の様々な課題
にも対処するような内容に改めていく。

年度

H26 年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・時間外勤務の縮減については、時差出勤制度の活用、電算システムによ
る勤務の振替の徹底、1人あたり月30時間を超える時間外勤務を命じた所
属長に対しては措置内容報告書の提出を求めるなどの取組みを行った。
・人事評価制度構築に向け、管理職を対象とした試行を継続して実施する
とともに、試行範囲を拡大し、主幹以下の職員も対象に実施した。
・新規採用者及び新任管理職員に対し、心の健康維持・増進を図るため、
専門のカウンセラーによる個別面談を実施した。

解決できていない課題
・団塊世代の退職が始まり、経験の浅い管理・監督職が増えていることから、次代を担う職員の
人材育成が急務である。
・人事評価制度の構築には数年の期間を要すと考えられ、試行を繰り返す中で課題を整理してい
く必要がある。
・年金と雇用の継続の観点から、再任用職員の雇用を反映した第3次定員適正化計画の策定を行
うとともに、定年退職者数及び再任用職員希望者数を勘案しながら新規採用職員数の決定を行っ
ていく必要がある。
・病気休暇者等が発生している状況に鑑み、予防対策と復帰後のフォロー体制を確立していく必
要がある。

改善項目

人事評価制度構築に向けた継続的な取組み

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

杉安　明彦

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

千円

指標化できない成果

－実績値 2,047.00 2,131.00 年度

衛生管理事業との連携③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

439 総務部 総務課（職員人事管理事業）



年 月 ～ 年 月3

1

1

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

一般管理費

一般会計25

―

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

職員福利厚生事業

3 平成

主要施策

施　 策 適正な人事・給与の管理

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市職員

440

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

人事管理事業費

総務一般事務に要する経費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

総務費

総務管理費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である項

目

5

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

款

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
山本　裕子

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

チェック

国や県と重複のない事務事業である

地公法第４２条及び労働安全衛生規則第４４条等により。事業
主には定期健康診断の実施が義務付けられているため、職員に
対する健康診断は必ずしなければならない。
職員互助会事業は職員相互のコミュニケーションを図り、健全
な職場環境を形成することに鑑み、今後も継続していく必要が
ある。しかし現在の事業では参加者に偏りがみられるため、幅
広く参加できるようスポーツ大会等の新規事業を来年度実施で
検討している。

備考欄（留意事項）
担当部課

作成者氏名

2

総務部　総務課 0826

○

○

（42）5611

―

―市民のニーズが適正に反映されている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

成果指標について当初設定した計画値が達成できた0

コスト（千円）

受益者負担を検証している

×

×

○事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

―

○

合計

×

財源（千円）

人件費

×

×

○

○

○

7,889

7,394

コスト

7,214

コスト（千円）

地方公務員共済組合法に基づく共済組合の長期、短期及び福祉共済事業の実施や、１年に１回の事業主に求められている職
員健診の実施、さらに職員互助会主催の福利厚生事業の実施（会員と家族を対象にしたスポーツ観戦、会員を対象としたス
トレッチ教室）など、健康管理とともに働きやすい職場づくりを念頭に事業を実施した。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

25年度

直接事業費 7,886

人件費

23年度 24年度

人件費 受益者負担受益者負担

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

地方公務員法第４２条に規定の「職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項」について各種の事業を実施し、職員の健
康の保持及び増進を図ることを目的とする。

0一般財源等

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 15,10015,100 一般財源等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

15,283

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

15,283

単位あたりコストを削減することはできない

健康診断の実施は、健康診断を受診しやすくするため、巡回健
診車と吉田病院で行っている。Ｈ２１年度まで６箇所４日間と
していたが、受診者には出先機関の非常勤や臨時職員が多く、
実施箇所を減らしても効果は変わらないと考えられることか
ら、Ｈ２２年度から３箇所（支所２箇所と吉田）とし、受付時
間を短縮し効率を図った。Ｈ２３年度・Ｈ２４年度はさらに集
約し、吉田１箇所で２日間とした。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

Ｈ23年度まで設定していた指標の制度がＨ23で廃止となった
ため、Ｈ24から新たに設定している。

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

×

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた0

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

職員互助会が事業主体となり、福
利厚生事業を実施した際の職員の
のべ参加者数

全職員数×職員参加者数/全参加者数

422人（Ｈ24職員数）×７0％（職員参加者

数/全参加者数のＨ24計画値） 市
民
参
画

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

合計

―

対　前　年　比

10.00

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

全職員の受診を計画する。
Ｈ２１　461人
Ｈ２２　451人
Ｈ２３   432人
Ｈ２４   417人

年度H26

0.85

単位当たりコスト①

千円

人

今後の計画値
（計画年度）

295.00

180.00 千円

年度

135.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

H26

417.00

105.47% －

計画値

－

有
効
性

×

―

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

合計

219.00

24年度

128.00

－

406.00

431.00

職員互助会主催事業への職
員参加者数

－

実績値

計画値

425.00

単位

コ ス ト

－

23年度

健診受診者数

合計

人

指　標　名　等

15,100

必要人員

15,100

時間外勤務手当

－

－95.53%

301.00

－

63.00 保健指導対象者の人数

0.90

15,28315,283

×

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

職員互助会主催事業への職
員割合

実績値

52.30 －

指　標　名

健康づくり事業目標達成者
数

計画値 75.00

％ 実績値

88.00

10.00

1.16

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

カフェテリアプラン利用者
数

計画値

指
標

未受診者割合
単位

単位

コ ス ト

計画値

単位

2.00

50.00

51.20

75.00

－

－

Ｈ２３まで設定していた指標の制度
がＨ２３で廃止となったため、Ｈ２
４より新たに設定

計画値

実績値 33.64

－％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値

メタボリックシンドローム
（保健指導）対象者数

対　前　年　比

人

計画値

－

2.00

59.00

1.89

67.05%

63.00

Ｈ２３で計画値を達成できたので、
更に推進を行う。

23年度 24年度

61.00 73.00

50.00 70.00

25年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

年度

妊娠・病気等による未受診者がいる
ため、計画値は2.00とする。
未受診者／職員数×１００

職員参加者数／全参加者数

保健指導対象者の人数
Ｈ２２～Ｈ２３の実績を踏まえ、
先ずは職員の15％にすることを
目標とする。（Ｈ２２・Ｈ２３の
実績が約２０％程度だったた
め。）

目標値
（目標年度）

年度

H26

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

－

－
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

・平成２１年度から共済組合と共同で実施している特定保健指導
（メタボリックシンドローム指導）について、少人数での指導がで
きるようになり年度内の開催回数が増えた。そのため、参加できな
かった対象者が時期をずらして参加することが可能になった。
・定期健康診断において生活習慣病の発症リスクが高く、保健指導
の対象となった者に対し、健康増進を目的として開催したストレッ
チ教室への参加を促した。

解決できていない課題

・健康診断について再三の連絡にも応じず未受診となっている者がい
る。事業主には定期健康診断の実施が義務付けられているため、所属長
とも連携し未受診者をなくすようにすることが必要。
・互助会事業について、参加職員が偏っている傾向がみられるため、幅
広い職員に参加してもらえる行事内容の見直しが必要。

H26 年度

H26 年度

H26 年度
ーー

健康診断について所属長と連携し未受診者を削減させ
る

ーー

改善項目

職員互助会主催事業の参加者増加のため行事内容を見
直す

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

杉安　明彦

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－ ４より新たに設定実績値 33.64 H26 年度

③

直す
ｱｳﾄ

ｶﾑ

440 総務部 総務課（職員福利厚生事業）



年 月 ～ ―

―

備考欄（留意事項）

款 ２

国や県と重複のない事務事業である

１

チェック

・労働安全衛生法に基づき、事業主として行うべき事業である。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている１

電話
佐々木　満朗

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5611

１ 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

441

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

一般管理費

総務一般管理費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市職員及び職場

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

衛生管理事業

3

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 適正な人事・給与の管理
３

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

・労働災害を防止し、快適な職場環境を形成するためには、当
該事業は必要不可欠であり、労働安全衛生法に基づき、継続的
に取り組む。

・労働災害を防止し、快適な職場環境を形成するためには、事
業主と労働組合との協力体制が不可欠であり、労使により構成
される衛生委員会を定期的に開催していく必要がある。
・年２回の職場巡視の実施により、保育所等において職場環境
の改善や見直し等が行われ、衛生委員会活動として一定の成果
が見られた。

3,364

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

3,364一般財源等合計 4,0754,075 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

労働災害を防止し、快適な職場環境をつくるために、労働安全衛生法に基づき衛生管理者等を選任し、職場環境の点検、労
働衛生教育等の職場の執務環境を整備する取り組みを行う。

調査審議機関として衛生委員会を、安全衛生管理組織として、衛生管理者、衛生推進者を選任し、年１回各職場の巡視を実施する等各々の立場
で職員又は職場の安全衛生管理を行っている。衛生管理者は市で２名、衛生推進者は常時10人以上50人未満の事業場で選任が必要。
また平成２１年度から産業医による月１回の健康相談、平成２２年度から月１回のメンタルヘルスカウンセラーの設置、年２回ストレス簡易調
査を実施するなどメンタルヘルス対策に取り組んでいる。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,310

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,105

人件費

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

○

×

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,970 2,054

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

－

－

0.25

3,3643,364

－

0.000.00

－

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

11.50

74.00

合計

人

指　標　名　等

4,075

必要人員

4,075

105.50%

－

25,748.33

職員１人あたり年次有給休
暇取得日数

12.00

有資格者養成数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

3.00

合計

61.00

24年度

5.00

77,245

－

12.00

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

60.00% －

0.00

計画値

－

人

千円

H2610.90

0.35

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

12.00

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

・衛生管理者2名
・衛生推進者1名

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

杉安　明彦

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容
・年に２度、全職員（臨時・非常勤を含む）を対象にストレス対策を図る一環として
簡易ストレス調査を実施し、当該結果を職員に返却した。
・月に１度、専門のカウンセラーによるカウンセリングを実施し、メンタルヘルス対
策に取り組んだ。
・長期療養者がスムーズに職場復帰できるよう、主治医と連携し、職場復帰サポート
プランを実施した。
・長期療養者の療養状況の確認を行うため、月１回、療養者及び療養者の所属長より
療養報告書の提出を求めた。

解決できていない課題

・安定的な市民サービスを確保するためには、組織全体の業務の質の低
下を防ぐことが必要である。そのため、メンタル不調者を生み出さない
対策を講じていく必要がある。
・その取り組みとして、新規採用者及び新任管理職員を対象にしたフォ
ローカウンセリングの実施や長期療養者が円滑に職場復帰できるよう、
主治医、所属長、人事担当課等の支援体制の構築が求められる。

H26 年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

新規採用者及び新任管理職員を対象としたフォローカ
ウンセリングの実施

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

衛生管理者及び衛生推進者の法定
設置率

100.00

－

H26 年度－

0.00%

0.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・産業医による職員健康相談（月
1回）を実施

目標値
（目標年度）

3.00

2.00

23年度 24年度

0.00

0.00

0.00

－

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
公務・通勤災害申請件数

対　前　年　比

件

－

0.00

計画値

実績値

10.0010.00

38.60 38.90

10.00

－

－

ストレス簡易調査を年に２回実施。そ
の結果により、ストレス度を測定。
（左記数値は２回目に実施した結果）

－ －

指
標

職員健康相談に対する
延べ相談件数

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

仕事上でのストレス要因を
持つ職員数

計画値

実績値
有資格者設置率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 38.60 38.90 － （左記数値は２回目に実施した結果）％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

441 総務部 総務課（衛生管理事業）



年 月 ～ 継続

Ⅴ計画の推進

1

款
主な
関連

予算・
事業名

会計名

2中事業

平成 16

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

職員給与管理事業

3

主要施策

施　 策 適正な人事・給与の管理

対　　　象
（誰のために）

職員給与管理事業（一般職・特別職・臨時職員）

市民のニーズを的確に把握している

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 442

（42）5611

市民のニーズが適正に反映されている

平成２４年度事務事業

一般職員人件費

大事業

3.効率的な行財政運営

電話
小野　哲司

項

目

総務一般事務に要する経費

2

妥
当
性

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

国や県と重複のない事務事業である

1 一般管理費

一般会計

備考欄（留意事項）

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
チェック

事務事業の評価（Check）事務事業の概要（Plan）

給与及び報酬等の支給については、条例等に基づき適正に行っ
ている。制度の見直しについては、人事院勧告をはじめ、他団
体との比較の中で、是正の必要な点については行っている。今
後とも制度内容を検証するとともに、運用の適正化を図る。

市が実施主体である事は必要不可欠だが、支給に関する計算、
異動等に関する事務処理については市以外が実施することも可
能である。

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

―

―

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である ○

○

○

×

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

212

212

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

合計

―

○

○

―

×

財源（千円）

25年度

効
率
性

単位あたりコストを削減することはできない

直接事業費

財源（千円）

人件費

コスト（千円）

4 国県補助金等

受益者負担

コスト コスト（千円）

一般職及び非常勤の報酬は毎月20日、臨時職員の賃金は毎月10日に支給。一般職等は当月払い、臨時は翌月払いとしてい
る。また、1年間の源泉所得税を年末調整で精算。一般職に給与については、毎年総務省による調査があり、この給与実態
調査と併せて、勤務条件や定員管理、また公務員制度などの調査も行われている。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

12,730 10,980

直接事業費 1,012

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

受益者負担受益者負担

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

労務の対価として給料・報酬・賃金を支払う。

212一般財源等

人件費

―

○

一般財源等合計合計 13,74213,742 一般財源等 10,984

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

10,984

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

現在、給与システムを活用して支給事務を行っているが、基礎
数値の入力については、時間外勤務手当の数値を、平成22年
度より庶務事務システムとのデータ連携により行うことで効率
化を図った。
また、システム操作のマニュアルを整理し、定例作業がスムー
ズに行えるようにする必要があること、時期的な繁忙業務（年
末調整、源泉徴収票の発送等）を職員が対応しているものを臨
時職員等により行うことを検討する必要がある。

―

×

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

―

業務のローテーションを行いながら、各自の専門性を高めてい
る。

×

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

人

千円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

人事行政の運営等の状況の公表を、市ホームページにより行っ
ている。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

市民への情報提供を行っている

212

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

千円

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

合計

―

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

実績値

212

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

年度

年度

人1.50

単位当たりコスト①

今後の計画値
（計画年度）

－

－

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

計画値

実績値

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

合計

234.00

24年度

－

－

－

－

－

23年度

317.00

コ ス ト

計画値

合計

人

指　標　名　等

13,742

必要人員

13,742

時間外勤務手当 千円

10,984

1.30

10,984

○

―

○

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

－

単位 計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

年度

－

23年度 24年度 25年度
目標値

（目標年度）

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

－

－

・業務簡略化（H22年度：時間外勤務・休暇申請をシステム化、H23.、H24
年度：昇給辞令書・給与明細書のペーパーレス化（非常勤・臨時以外））
・H23人事院勧告の実施（現給保障額を1/2（上限10,000円）をH24.4実
施）
・住居手当について、新築・購入５年以内の住宅について支給しているもの
を、定住促進の観点から、市内居住者のみを対象とした。（H24.4実施）

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

業務の効率化・共有化を進めるために、システム操作マニュアル、給与
制度の変遷について資料等をまとめる必要がある。

杉安　明彦
継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

年度

年度

－

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

―

――

改善項目

給与制度の変遷についての資料

解決できていない課題

―システム操作マニュアルの作成①

②

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

442 総務部 総務課（職員給与管理事業）



年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

―

―

×

チェック

・地域住民の福祉の増進及び地域コミュニティの振興を行う拠
点施設を「基幹集会所」として位置づけ、まちづくりや地域コ
ミュニティなどの会議、活動等を積極的に実施する。基幹集会
所については、その設置目的等を勘案して地域振興会や地元等
の団体へ指定管理者制度導入を行う。

・基幹集会所以外の集会所を「小規模集会所」として位置づけ
るとともに、地域活動の基本となる集落等のコミュニティ活動
が行われている施設については利用実態のある地元へ無償譲渡
を進める。また、利用率の低い施設においては地元と協議の
上、廃止を行う。

担当部課

作成者氏名

一般会計

電話
内藤　道也

市民のニーズを的確に把握している

0826

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

2

国や県と重複のない事務事業である

1

財産管理費

財産管理に要する経費

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

総務部　財産管理課

（42）5613

127

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

地域活動拠点施設費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

大事業

財産管理課が管理する基幹集会所30施設。無償譲渡する地域小規模集会所。市内の延床面積が概ね40㎡以上の集会施設。
対　　　象

（誰のために）

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

集会施設管理事業（財産管理課分）

3平成 16

施　 策 財産の適正管理と有効活用
5

継続 会計名

総務費

総務監理費

○

―

×

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

×

・基幹集会所指定管理未導入の7集会所の内、5集会所につい
て指定管理者制度を導入した。未導入の八千代基幹集落セン
ター（延床面積707㎡）は施設規模が大きく、地元の下根地域
振興会のエリア内へは既に指定管理する基幹集会所が存在して

・集会所は地域活動を行うことを目的に設置した施設であり、
地域での利便性向上のため、概ね地域振興会を単位として利用
している基幹集会施設については指定管理者制度が有効であ
る。単一の行政区又は地域を限って利用される地域小規模集会
所については地元への譲渡が有効であるため、受入態勢の整っ
た施設から順次、指定管理への移行又は譲渡を行っている。

・地元が管理する集会施設への施設整備を支援する。

33,870

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

財源（千円）

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

効
率
性

○基幹集会所については、指定管理者制度を導入する。
○無償譲渡する地域小規模集会所については、集会所の譲渡を行う。
○まちづくりやコミュニティ活動の拠点となる集会施設の充実を図る。

○指定管理者制度未導入の基幹集会所7施設の内、吉田地域内の1基幹集会所、八千代地域内の2基幹集会所、甲田地域内の
2基幹集会所代表者等へ指定管理者制度説明等を行うとともに同制度導入の働きかけを行う。
○無償譲渡する地域小規模集会所については、直近の定例議会において議決を経るとともに譲渡手続きを行う。
○広報誌等を活用し、地域小規模集会所施設整備費補助金制度の周知を行うとともに予算の範囲内で補助金交付を行う。

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

合計 54,04280,031 一般財源等

○

×

人件費

0一般財源等0

受益者負担

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

国県補助金等

一般財源等合計

人件費 受益者負担受益者負担

国県補助金等国県補助金等

33,870

内　　　容

 直接事業費 29,275

23年度 24年度

直接事業費 71,508

×

×

○

○

―

○

合計

×

人件費

×

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

8,523

25,989

4,595

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ・基幹集会所を指定管理している団体から、活動内容を記載し
た各種広報誌などが発行され、情報発信されている。

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

振興会のエリア内へは既に指定管理する基幹集会所が存在して
いるため地域振興会や地元等団体への指定管理者制度導入には
そぐわない。。また、同じく未導入の甲立基幹集落センター
（延床面積527㎡）は、施設規模が大きく、館内の一部を児童
クラブやシルバー人材センターが利用しており、老朽化が著し
いため指定管理者制度導入にはそぐわない。

－

0.55

33,870

23.00

1.03

25年度

千円 目標年度に目標を達成できそうである

・地域小規模集会所無償譲渡対象
施設総数　93施設
・無償譲渡済施設数　73施設
（平成24年度末）

人

・平成24年度助成実績　4件。―

24年度

－

12,412,000

－

84.00

― ―

－

443,285.71

90.0074.00

－

28.0025.00 28.00

28.00

44.00

合計

年度

28.00

430,043.48

人

指　標　名　等

54,042

必要人員

80,031

単位

箇所

基幹集会所指定管理者制度
移行施設数（累計）

計画値

時間外勤務手当 千円 49.00

実績値

活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

23年度
―

今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

×

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

千円

人

・基幹集会所指定管理者制度移行施
設総数（財産管理課分）30施設
・コストは指定管理料
（12,412,000円）とした。
・指定管理者制度移行施設数（平成
24年度末）28施設。

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

0

H2670.00

単位当たりコスト①

93.00

コ ス ト 9,891,000

121.74% －

単位

対　前　年　比

地域小規模集会所無償譲渡
移行施設数(累計）

－

計画値

－

73.00

104.29%

実績値

単位当たりコスト②

箇所

コ ス ト

合計 33,870

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

―

改善項目

地元へ地域小規模集会所の無償譲渡推進を行う。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

基幹集会所への指定管理者制度導入を推進する。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する― 年度－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・基幹集会所(財産管理課所管）30のうち、28施設について指定管
理に移行した。（達成率93.3％）
・地域小規模集会所譲渡対象施設93のうち、73施設について譲渡
を行った。（達成率78.4％）

解決できていない課題

・設置目的が基幹集会所に沿わない八千代基幹集落センター及び甲立基
幹集落センターについては、別途条例制定の検討が必要。

・指定管理委託料の増
・直営管理委託料の減

―

小笠原　義和

地域活動拠点施設費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

指定管理移行施設数（28施設）/
基幹集会所数（30施設）×100

93.33

年度

・平成24年度助成実績　4件。
・コストは平成24年度交付済の
地域小規模集会施設整備費補助金
額（2,075,000円）とした。

目標値
（目標年度）

年度

―

76.66 93.33

83.33 93.33

－

25年度

708,428.57

－

93.33

年度

14.00

23年度 24年度

―

4.00

2,075,000

518,750.00

28.57%

―

－

－

－

指
標

9,918,000

実績値

単位

実績値

75.27

単位

単位 計画値

単位当たりコスト③

実績値

地域小規模集会施設整備費
助成件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

78.49

90.32

－

96.77 無償譲渡施設数（73施設）/無償
譲渡対象施設数（93施設）×100

H26 年度

計画値

実績値

100.0079.57

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

地域小規模集会所譲渡率(累
計）

計画値

実績値

基幹集会所指定管理移行率
(累計）

指　標　名

－

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

75.27 78.49 － H26 年度実績値％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

127 総務部 財産管理課（集会施設管理事業(財産管理課分)）



年 月 ～ 年 月

○

○

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

公有財産事業

3 平成平成 16

施　 策 財産の適正管理と有効活用
1

26 3 会計名

総務費

総務管理費

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

公有財産管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

大事業

公有財産（行政財産・普通財産）。
対　　　象

（誰のために）

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

443

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

2

国や県と重複のない事務事業である

1

財産管理費

財産管理に要する経費

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

総務部　財産管理課

（42）5613

担当部課

作成者氏名

一般会計

電話
大田　拓也

市民のニーズを的確に把握している

0826

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

―

―

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

―

○

チェック

・管理をおこなうべき所管部署が未定となっている行政財産が
発生している。

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

○

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

11,006

267

6,516

○

×

―

○

○

○

合計

○

人件費

内　　　容

 直接事業費 42,784

23年度 24年度

直接事業費 32,393

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

国県補助金等

一般財源等合計

人件費 受益者負担受益者負担

国県補助金等国県補助金等

49,300

○

×

人件費

0一般財源等0

受益者負担

合計 43,13243,399 一般財源等

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

効
率
性

・公有財産（行政財産・普通財産）の定量的把握により、権利・義務を明確化する。
・未利用の普通財産を貸付及び売却処分することにより、歳入の確保と維持管理経費の削減を図る。

・公有財産の定量的把握を行うため、財産台帳の整理。　・普通財産の貸付及び売却。　・普通財産の草刈等。　・公有財
産の土地面積9,465,994.89㎡（行政財産2,276,780.22㎡、普通財産7,189,214.67㎡）、建物延床面積315,263.50
㎡（行政財産306,697.60㎡、普通財産8,565.90㎡）【以上平成24年度末現在】。

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

49,300

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

財源（千円）

×

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

×

・市公有財産取得処分等委員会を計4回開催し、売払地選定及
び売払価格評定を行った。
・一般競争入札を2回実施した。
・成果指標の普通財産活用率が32.9％と低率である原因とし

・各所管課による財産異動の把握（報告）漏れが発生するが、
システムを導入することで漏れなどを防げる。
・財産台帳管理システムの導入にあわせた、公有財産の精査の
実施

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている ○

―

合計

―

合計 49,300

実績値

単位当たりコスト②

㎡

コ ス ト

毎182,313.50

単位当たりコスト①

190,000.00

コ ス ト 4,188,000

19.22% －

単位

対　前　年　比

貸付面積

－

計画値

－

1,955,000

11.0320.10

177,297.36

97.25%

○
今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

千円

人

・平成23年度売却実績15件
4,643.26㎡　5,783,449円、人件
費の40％をコストとした。
・平成24年度売却実績18件
824.37㎡　8,728,764円、人件費
の40％をコストとした。

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

0

57.00

合計

年度

－

H30

976.62

人

指　標　名　等

43,132

必要人員

43,399

単位

㎡
売却面積

計画値

時間外勤務手当 千円 69.00

実績値

活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

23年度

－

3,161.20

190,000.00190,000.00

－

－－ －

824.37

3,664,000

24年度

－

2,606,000

－

190,000.00

人

・平成23年度貸付実績104件
180,616.185㎡　7,833,805円、
人件費の35％をコストとした。
・平成24年度貸付実績106件
177,297.355㎡　7,711,647円、
人件費の30％をコストとした。

－

0.78

49,300

4,288.26

1.33

25年度

千円 目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ・市民及び議会へは、決算の資料として総括的な報告を行っ
た。
・不要財産処分のため、市広報誌及び市ホームページを活用し
情報提供を行った。

×

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

・成果指標の普通財産活用率が32.9％と低率である原因とし
ては、①売却可能財産の洗い出しが不十分、②把握しきれてい
ない無償貸付財産の存在、③行政目的で使用しているが区分を
普通財産としているものなどが原因で正確な数値を導き出せて
いないことが考えられる。よって、普通財産の使用実態等を調
査し、「行政財産」「普通財産」の区別や売却可能財産の精査
を行なう必要がある。
・歳入確保の観点から不用財産の売却、貸付は大変有効な事業
であり、売却・貸付ノウハウの習得も視野に引き続き情報収集
を図る必要がある。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

4.00 －

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
普通財産活用率

計画値

実績値
売却進捗率

指　標　名

32.90

－

－

－ （売却可能予定財産面積+貸付面積）
÷普通財産総面積（山林除く）

年度

計画値

実績値

－

回 実績値

単位

2.00

回 実績値

34.70

売却のための公募回数

単位

安芸高田市公有財産取得処
分等委員会開催回数

単位 計画値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

2.00

指
標

3.00

H30 年度

23年度 24年度

2.00

2.00 2.00

2.00

－

－

5.08 9.32

15.80 21.06

－

25年度

1.00

－

26.33

2.00

－

52.65

年度

平成25年1月及び2月に実施

売払地の選定及び売払価格の評定を
行う。

目標値
（目標年度）

毎 年度

年度－

2.00

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・一般競争入札を複数回実施した。
・財産台帳管理システムを導入した。

解決できていない課題

・財産台帳管理システムを導入し、現在把握している公有財産の精査を実施中で
ある。
・上記システム稼働後、財産異動の把握漏れ等を防ぐため、各所管課へのマニュ
アル等の作成が必要。
・現在、台帳上で把握しきれていない市有地の調査等を行う必要がある。
・財産台帳管理システムを活用し、不要財産（売払可能財産・貸付財産）を再度
見直しする必要がある。（＝一般競争入札での売払いを強化）

毎

2.00

小笠原　義和
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等） 改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

財産台帳管理システム稼働後、財産異動の把握漏れ等を防
ぐため、各所管課へのマニュアル等の作成及び説明会。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

売却可能財産の売却累計面積÷売却
可能予定財産総面積

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

32.90 － 年度実績値 34.70

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

443 総務部 財産管理課（公有財産事業）



年 月 ～ 年 月

○

○

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

庁舎管理事業

3 平成平成 16

施　 策 財産の適正管理と有効活用
3

26 3 会計名

総務費

総務管理費

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

庁舎管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

大事業

来庁者及び職員
対　　　象

（誰のために）

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

444

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

2

国や県と重複のない事務事業である

1

財産管理費

財産に要する経費

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

総務部　財産管理課

（42）5613

担当部課

作成者氏名

一般会計

電話
岡野順治

市民のニーズを的確に把握している

0826

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

―

―

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

○

○

チェック

・改正省エネ法の報告・検証業務を委託して、５施設の施設台
帳の整備を行なった。
・八千代支所の浄化槽を公共下水道へ切換え、保守委託料の低
減が図れた。

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

○

×

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

9,981

33,392

9,357

×

○

○

○

×

○

合計

○

人件費

内　　　容

 直接事業費 92,380

23年度 24年度

直接事業費 143,470

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

国県補助金等

一般財源等合計

人件費 受益者負担受益者負担

国県補助金等国県補助金等

101,737

○

○

人件費

0一般財源等0

受益者負担

合計 120,059153,451 一般財源等

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

効
率
性

庁舎を管理していくために、恒常的に必要な業務を効率的・効果的に低コストで実施する。また、地球環境に配慮した対策
を行う。

庁舎の維持管理修繕、保守管理業務委託契約の締結、光熱水費の支出、電話設備リース契約、電話代、土地建物賃借（本庁
舎：7888.35㎡、八千代支所：3524㎡）、市役所駐車場

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

101,737

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

財源（千円）

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

×

・本庁舎の職員一人当たり光熱水費の光熱水費が削減できた。

・原油換算量の削減が図れ、また、燃料費調整額の増加してい
るにも関わらず、電気料の抑制が図れた。
・昨年に引き続き、庁舎排出の資源ごみ回収・販売を行なっ
て、きれいセンターへのゴミの排出量を減らして雑入を増やし
た。また、今年度から高宮支所も実施した。
・高宮ハーモニー広場の散水用市水道を、高宮支所の使われな
くなった地下水タンクへ切り替えを行い、市水道、下水道料金
の経費削減を図る。

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている ―

―

合計

―

合計 101,737

実績値

単位当たりコスト②

Kl

コ ス ト

450.91

単位当たりコスト①

コ ス ト 6,809,096

100.00% －

単位

対　前　年　比

庁舎エネルギー使用量
（原油換算値：概数）

－

計画値

－

37,065,178

85,709.7482,146.11

432.45

95.91%

○
今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

千円

人

駐車場用地及び八千代倉庫用地

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

0

51.00

合計

年度

596.64

人

指　標　名　等

120,059

必要人員

153,451

単位

㎡
借地面積

計画値

時間外勤務手当 千円 99.00

実績値

活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

23年度

－

596.42

480.00480.00

－

11,412.3511,412.35 11,412.35

11,412.35

37,040,501

24年度

－

6,806,596

－

480.00

18.00 18.00 庁舎の保守点検業務の契約数と契18.00

人

・庁舎電気・ガス・燃料代の総使
用量の省エネ法に基づく原油換算
量
・改正省エネ法の特定事業者に認
定されたため、原油換算１％の削
減を図る

－

1.12

101,737

11,412.35

1.20

25年度

千円 目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

7,092.00 －

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

円
１㎡当たりの庁舎光熱水費

計画値

実績値

職員一人当たりの本庁舎光
熱水費

指　標　名

1,446.00

1,400.00

－

1,400.00 庁舎全体光熱水費代39,082,544
円/庁舎全体延べ面積27,034㎡

年度

計画値

実績値

1,400.00

千円 実績値

単位

6,500.00

千円 実績値

1,441.00

電気料金

単位

電話料金
単位 計画値

単位当たりコスト③

実績値
保守点検業務委託契約数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

23,491,484

32,000.00

指
標

7,153.00

年度

17.00

23年度 24年度

18.00

17.00

21,189,798

34,241.00

1,246,458.71

100.00%

18.00

6,500.00 6,500.00

32,000.00

－

－

78,424.00 72,492.00

75,000.00 75,000.00

－

25年度

34,127.00

1,381,852.00

－

75,000.00

32,000.00

－

年度

庁舎の保守点検業務の契約数と契
約額

目標値
（目標年度）

年度

18.00

年度－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・デマンド値４２２KWへの抑制が図れた。（Ｈ23　458ＫＷ）
・本庁舎排出の資源ごみの回収販売：収入91,207円
・高宮支所排出の資源ごみの回収販売：収入5,150円

解決できていない課題

・４支所の有効利用に向けた、事務スペースの間仕切りによる縮小化。
・高宮ハーモニー広場の散水用市水道を、高宮支所の使われなくなった
地下水タンクへ切り替えを行い、市水道、下水道料金の経費削減を図
る。

小笠原　義和

省エネ法による中長期計画作成
業務委託料

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等） 改善項目

高宮ハーモニー広場の散水用市水道を、高宮支所の使
われなくなった地下水タンクへの切り替え

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

引き続いての省エネ対策に伴う施設台帳の作成

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

本庁舎光熱水費22,979,817円/本庁
職員数317人〔本庁職員270、その
他職員47（前年度299）〕

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

円

指標化できない成果
・本庁舎排出の資源ごみの回収販売：収入91,207円
・高宮支所排出の資源ごみの回収販売：収入5,150円

1,446.00 － 年度実績値 1,441.00

③

われなくなった地下水タンクへの切り替え
ｱｳﾄ

ｶﾑ

444 総務部 財産管理課（庁舎管理事業）



年 月 ～ 年 月

○

○

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

公用車管理事業

3 平成平成 16

施　 策 財産の適正管理と有効活用
4

26 3 会計名

総務費

総務管理費

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

一般車両管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

大事業

公用車を使用する者。
・市職員
・小中学校教職員
・委託先職員等（マイクロバス、スクールバス、給食センター、霊柩車、堆肥センター他）

対　　　象
（誰のために）

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

445

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

2

国や県と重複のない事務事業である

1

財産管理費

財産管理経費

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

総務部　財産管理課

（42）5613

担当部課

作成者氏名

一般会計

電話
五島　裕子

市民のニーズを的確に把握している

0826

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

―

―

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

×

○

チェック

・支所が５箇所ありその移動に公用車が必要である。
・公共交通機関が十分に発達していないため、公用車がもっと
も主要な移動手段である。
・全体的な職員の減少、各業務の廃止や統合に伴い、合理化を
図っていく必要がある。

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

×

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,904 3,927

×

×

―

○

×

○

合計

―

人件費

内　　　容

 直接事業費 30,829

23年度 24年度

直接事業費 28,773

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

国県補助金等

一般財源等合計

人件費 受益者負担受益者負担

国県補助金等国県補助金等

34,756

○

×

人件費

0一般財源等0

受益者負担

合計 34,67734,677 一般財源等

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

効
率
性

公用車の効率的な活用及び削減を推進し経費の削減を図る。

公用車の管理に伴う費用を削減するため、公用車の一元管理、総台数削減、軽自動車への更新を実施している。

・委託先職員等（マイクロバス、スクールバス、給食センター、霊柩車、堆肥センター他）

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

34,756

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

財源（千円）

×

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

○

・老朽化の激しい車両が多く、費用が多大になっている為、優
先的に廃車又は更新する必要がある。
・公用車１台あたりの使用職員数を割り出し、削減に向けての
指標として取り組んでいる。

・公用車の効率的活用と、経費の削減を図る。
・普通車は軽自動車に比べ維持管理費及び燃料費が多くかかる
ことから、コストを下げるために総台数の削減及び軽自動車へ
の更新が必要である。
・燃料費が高騰している為（最安値141.0円・最高値156.9
円）、軽自動車や低燃費車への更新が必要になる。
・メンテナンスリース車を活用し、維持管理費等に係る費用を
削減している。

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている ―

―

合計

―

合計 34,756

実績値

単位当たりコスト②

コ ス ト

単位当たりコスト①

コ ス ト 28,773,600

98.08% －

単位

対　前　年　比

－

計画値

－

○
今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

千円

人

コストは、直接事業費
（30,829,463円）/総車両台数
（102台）。

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

0

129.00

合計

年度

99.00

H26

276,669.23

人

指　標　名　等

34,677

必要人員

34,677

単位

台
公用車総車両台数

計画値

時間外勤務手当 千円 41.00

実績値

活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

23年度

－

302,249.64 －

100.00102.00

102.00

24年度

－

30,829,463

－

人

－

0.47

34,756

104.00

0.75

25年度

千円 目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

指標として取り組んでいる。
・支所・各課の車両の稼働状況を把握し見直す必要がある。
・ヤフーオークションに出品し、廃車予定の公用車を１台売却
した。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

43.00 －

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％

燃料使用量の削減率（対前
年比）

計画値

実績値

公用車1台あたりに対する
使用職員数

指　標　名

97.60

98.00

－

平成24年燃料使用量83,524L/
平成　23年燃料使用量85,567L

H26 年度

計画値

実績値

98.0098.00

％ 実績値

単位

32.00

％ 実績値

96.17

公用車総車両台数に係る軽
自動車の割合

単位

登録後10年以上経過した
車両の全体に占める割合

単位 計画値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

50.00

指
標

43.00

H26 年度

23年度 24年度

53.00

31.00

50.00

－

－

4.77 4.12

5.13 5.15

－

25年度

50.00

－

－

5.15

年度

軽自動車数54台/公用車総台数
102台

登録10年以上経過した車両44台
/総車両台数102台

目標値
（目標年度）

H26 年度

年度－

31.00

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・廃車予定の公用車をヤフーオークションに出品し売却。
・老朽化したリース車両を終了し、ハイブリッド車・電気自動車を
導入。
・各支所を回り、公用車の状態を把握した。

・老朽化した車両が多くあり、修繕費もかかる事から、配置替え、新規
導入計画の策定が必要。
・地球温暖化防止を考慮し、軽自動車はもとより、ハイブリッド車や電
気自動車への入替が必要。H26

50.00

小笠原　義和
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等） 改善項目

低燃費車・低排出ガス車を優先導入。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

老朽化し、修繕費の係る車両はリース車に更新する。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

職員数（420名）/公用車一般車両台
数（102台）＊特殊・特種・乗合・
トラックを除く

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果
県安全運転管理者講習の受講（年会費20,000円・講習受講料4,200円/人×9人）

97.60 － H26 年度実績値 96.17

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

445 総務部 財産管理課（公用車管理事業)



年 月 ～ 年

×

○

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

財産区運営事業

3 平成平成 16

施　 策 財産の適正管理と有効活用

継続 会計名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

大事業

安芸高田市内の9の財産区（吉田財産区・中馬財産区・横田財産区・本郷財産区・北財産区・船佐財産区・来原財産区・川
根財産区・坂財産区）の区域内住民。対　　　象

（誰のために）

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

466

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

国や県と重複のない事務事業である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

総務部　財産管理課

（42）5613

担当部課

作成者氏名
電話

内藤　道也

市民のニーズを的確に把握している

0826

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

×

×

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

―

○

チェック

・財産区は、地方自治法第1条の3に規定する特別地方公共団
体であり、その事務は同法第294条の規定によりその財産区の
ある市長が処理する建前になっている。

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

・吉田財産区特別会計

・中馬財産区特別会計

・横田財産区特別会計

・本郷財産区特別会計

・北財産区特別会計

・船佐財産区特別会計

・来原財産区特別会計

・川根財産区特別会計

・坂財産区特別会計

（ ）

（ ）

×

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,896 2,339

○

○

―

×

×

○

合計

―

人件費

内　　　容

 直接事業費 4,921

23年度 24年度

直接事業費 15,177

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

国県補助金等

一般財源等合計

人件費 受益者負担受益者負担

国県補助金等国県補助金等

7,260

○

○

人件費

0一般財源等0

受益者負担

合計 18,07318,073 一般財源等

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

効
率
性

安芸高田市内の9の財産区（吉田財産区・中馬財産区・横田財産区・本郷財産区・北財産区・船佐財産区・来原財産区・川
根財産区・坂財産区）所有の財産を適正に管理・運営し、住民の福祉を増進させる。

安芸高田市内の9の財産区（吉田財産区・中馬財産区・横田財産区・本郷財産区・北財産区・船佐財産区・来原財産区・川
根財産区・坂財産区）所有の土地・山林等財産の管理。

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

7,260

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

財源（千円）

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

×

・議会開催回数については、本郷財産区において議員任期満了
による改選に伴う臨時議会を開催したため、計画地を上回っ
た。

・財産区所有の山林の一部は、保安林となっているため、伐採
後2年間内に植栽の義務が課せられる。しかし、立米当り材価
が低い傾向にあり、伐採による収入額より植栽を行うための支
出額（事業費）の方が高い傾向にある。よって立木を伐採して
歳入を増やすことがままならない状況である。

・坂財産区における分収造林事業では、これまでの造林者4
割、財産区6割の分収割合を、造林者4割、財産区5割、施業者
1割の分収割合へ変更した。次年度以降においては、これによ
る造林事業に係る事務量が大幅に軽減される見込みである。

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている ×

―

合計

―

合計 7,260

実績値

単位当たりコスト②

㎡

コ ス ト

8,058,071.60

単位当たりコスト①

コ ス ト 5,056,158

91.67% －

単位

対　前　年　比

全財産区財産の土地面積

－

計画値

－

4,921,189

0.611.88

8,058,071.60

100.00%

○
今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

○

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

千円

人

・コストは各財産区議会費
（1,789,182円）＋人件費
（2,339,000円）とする。

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

0

15.00

合計

年度

9.00

H26

421,346.50

人

指　標　名　等

18,073

必要人員

18,073

単位

回
全財産区議会開催回数

計画値

時間外勤務手当 千円 25.00

実績値

活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

23年度

－

375,289.27

―

－

9.009.00 9.00

11.00

15,177,264

24年度

－

4,128,182

－

―

人

・コストは直接事業費
（4,921,189円）とする。

－

0.28

7,260

12.00

0.35

25年度

千円 目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ・財産区の活動目的は、財産の維持管理のみであるため、市民
参画の余地はない。

×

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

－

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
全財産区議会出席率

指　標　名

－ 年度

計画値

実績値

実績値

単位

実績値

単位

単位 計画値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値
指
標

毎 年度

23年度 24年度

－

－

75.14 76.72

100.00 100.00

－

25年度

－

100.00

－

100.00

年度

目標値
（目標年度）

年度

年度－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・坂財産区においては、造林事業に係る事務量の軽減を目的に、こ
れまでの造林者4割、財産区6割の分収割合を、造林者4割、財産区
5割、施業者1割の分収割合へ変更した。

解決できていない課題

・市民への情報提供。
・現在の各財産区議会設置条例は、合併前の旧町の設置条例を新市にお
ける設置条例とみなして運用している。早期に新市における設置条例の
制定を広島県に促す必要がある。
・国土調査の成果による土地面積の変動が、財産総括表へ反映されてい
ない財産区が見つかったため、監督庁である広島県との調整が必要であ
る。

小笠原　義和
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等） 改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

財産区議会出席者のべ数÷財産区
議会出席要請のべ数

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
吉田財産区及び横田財産区において分収造林地間伐施業を実施。中馬財産区及び来原財産区において区有
林貸付のための現地確認を実施。本郷財産区において区有林境界明確化作業のための現地確認実施。坂財
産区において分収造林契約変更を実施。

－ 年度実績値

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

466 総務部 財産管理課（財産区運営事業）



年 月 ～ 年 月 ―

―

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

×

○

チェック

・情報の伝達方法として、現在はそのほとんどを紙媒体に頼っ
ているため、印刷枚数も多くコピー機、印刷機ともに必要であ
る。
・本庁、支所の職員や事務量の変化に応じて機種・台数等を定
めた設置計画が必要である。

担当部課

作成者氏名

一般会計

電話
五島　裕子

市民のニーズを的確に把握している

0826

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

2

国や県と重複のない事務事業である

1

財産管理費

財産管理経費

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

総務部　財産管理課

（42）5613

435

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

用度管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

大事業

事務機器を使用する者。
対　　　象

（誰のために）

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

事務機器管理事業

3 平成平成 16

施　 策 事務機器等の適正管理
2

26 3 会計名

総務費

総務管理費

○

○

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

×

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

○

・本庁・各支所に設置している事務機器の契約内容の調査を
し、それに係る経費と利用状況を見て、不要な契約は非更新と
する必要がある。
・不要な新規導入は控え、共有や配置替えを行うとともに、

・支所をはじめとして、職員数・事務量等の変化を考え、適正
な設置を行うとともに、1枚当たりのコピー料金額の見直しが
必要である.。
・毎年多量に出る印刷物の調査を行い、コピー枚数が異常に多
い時は原因を調査する必要がある。
・多量の印刷物は輪転機で行うことにより、経費削減を図ると
ともに、迅速に印刷物が出来るようにする。

11,481

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

財源（千円）

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

効
率
性

事務機器の効率的な活用を推進し、経費の削減を図る。

事務機器の管理に伴う費用を削減するため、現状を調査し、適切な配置（台数削減）計画を立てている。
契約方法・内容の見直しを実施している。

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

合計 10,72910,729 一般財源等

○

×

人件費

0一般財源等0

受益者負担

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

国県補助金等

一般財源等合計

人件費 受益者負担受益者負担

国県補助金等国県補助金等

11,481

内　　　容

 直接事業費 8,056

23年度 24年度

直接事業費 7,088

×

×

―

○

×

○

合計

―

人件費

×

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,641 3,425

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

・不要な新規導入は控え、共有や配置替えを行うとともに、
新規導入の際には財産管理課で取りまとめて行うことにより
コストの削減を図る。
・カラーコピーの必要性を再検討するとともに、コピー枚数を
調査し、必要最低限の使用とするよう徹底する。
・新事業(光ネットワーク事業）により各戸配布物が多く、コ
ピー機・印刷機とも消耗品費が増加したが、印刷機の使用頻度
が上がっている為、コピー代の抑制になっている。

－

0.41

11,481

13.00

0.44

25年度

千円 目標年度に目標を達成できそうである

コストは、消耗品（582980
円）+保守料（316,890円）+借
上料（625,110円）
/印刷機台数（7台）

人

1,068,532

24年度

－

6,424,005

－

6.00

－

494,154.23

6.00

－

13.0013.00

13.00

19.00

合計

年度

13.00

H26

450,870.92

人

指　標　名　等

10,729

必要人員

10,729

単位

台
コピー台数

計画値

時間外勤務手当 千円 36.00

実績値

活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

23年度
○

今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

千円

人

コストは、消耗品（19,236円）
+印刷費（582,980円）+借上料
（913,248円）
/コピー機台数（13台）

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

0

H267.00

単位当たりコスト①

6.00

コ ス ト 5,861,322

100.00% －

単位

対　前　年　比

印刷機台数

－

計画値

－

1,524,980

217,854.29152,647.43

7.00

100.00%

実績値

単位当たりコスト②

台

コ ス ト

合計 11,481 合計

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

輪転機の使用を促進し、カラーコピーの抑制等を行
い、印刷代の削減の取り組みを継続。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

機器使用状況を把握し、共有化・配置替え・廃止を行
う。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

平成24年度直接事業費（8,056千
円）/平成23年度直接事業費
（7,088千円）

年度－

1,800.00

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・新規導入予定事務機器を集約し一括入札する事により１台あたり
のリース料を安く抑える（H24印刷機5台コピー機4台）
・本庁輪転機に使用簿を置き、多量に出る印刷物の調査を行った。
・各支所を回り、事務機器の確認を行った。

解決できていない課題

・カラーコピーの使用抑制の徹底。
・各課・各支所の事務機器の使用状況の把握

H26

98.00

小笠原　義和
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

98.00

年度

平成24年度印刷費（5,491千円）/
平成23年度印刷費（4,725千円）

目標値
（目標年度）

H26 年度

100.61 113.66

98.00 98.00

－

25年度

100.61

－

－

H26 年度

23年度 24年度

116.21

1,800.00

98.00

－

－

指
標

3,149.00

98.00

％ 実績値

単位

1,900.00

枚 実績値

印刷費の削減（電子媒体によ
る周知体制の確率・印刷機の
使用推進）（対前年比）

単位

コピー機1台あたりのカ
ラー使用枚数

単位 計画値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

年度

計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

枚

計画値

実績値

維持管理費の削減率（対前
年比）

指　標　名

3,807.00 －

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

い、印刷代の削減の取り組みを継続。

③

年度実績値枚

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

435 総務部 財産管理課（事務機器管理事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

○

○

チェック

・共同消耗品の一元管理により、各部署で似通った消耗品を購
入するなどの不要経費の削減が図られている。
・補助対象事業費の効率的活用が図られた。
・購入方法については、市内業者を利用しており、現在のやり
方で適正である。

担当部課

作成者氏名

一般会計

電話
五島　裕子

市民のニーズを的確に把握している

0826

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

2

国や県と重複のない事務事業である

1

財産管理費

財産管理に要する経費

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

総務部　財産管理課

（42）5613

436

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

用度管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

大事業

職員
対　　　象

（誰のために）

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

消耗品管理事業

3 平成平成 16

施　 策 事務機器等の適正管理
2

26 3 会計名

総務費

総務管理費

○

○

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

―

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

○

・消耗品一括管理を支所にまで広げ経費削減と事務量の削減が
図られた。
・広告記載封筒の寄附を昨年度より長3封筒10,000枚増えた
ため、封筒代を抑制できた。

・消耗品一括管理により経費削減が図られた。
・事業の事務・工事雑費を共有する事で、補助事業を持たない
課員も必要な消耗品を利用できる。
・用紙・封筒の利用が多く職員のコスト意識を高める必要があ
る。

5,375

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

財源（千円）

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

効
率
性

・一括により安価で購入し、不必要な購入をしないことにより消耗品購入費を抑制。
・共用消耗品の一括管理により各職員の事務軽減を図る。
・一箇所での管理により執務室内の美化を推進。
・職員のコスト意識の改革。

各課で購入管理していた消耗品を予算の集約化を図り、一括購入・管理を実施する。

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

合計 5,7185,718 一般財源等

○

―

人件費

0一般財源等0

受益者負担

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

国県補助金等

一般財源等合計

人件費 受益者負担受益者負担

国県補助金等国県補助金等

5,375

内　　　容

 直接事業費 1,281

23年度 24年度

直接事業費 2,058

○

○

―

○

○

―

合計

―

人件費

○

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,660 4,094

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

ため、封筒代を抑制できた。
・

－

0.49

5,375

60,000.00

0.50

25年度

千円 目標年度に目標を達成できそうである

H24年度より、市民生活課が再
生紙を利用したトイレットペー
パーの導入を開始したことによ
り、購入個数はゼロとなった。

人

234,360

24年度

－

76,860

－

3,500.00

4,000,000.00 4,000,000.00

－

1.92

3,500.00

－

90,000.0090,000.00

40,000.00

86.00

合計

年度

3.05

人

指　標　名　等

5,718

必要人員

5,718

単位

枚

長3・角2私製封筒購入枚
数

計画値

時間外勤務手当 千円 43.00

実績値

活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

23年度
○

今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

千円

人

昨年度より10,000枚多く広告掲
載寄附封筒導入により、（長3・
70,000枚・角2・40,000枚）
削減となった。

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

0

3,600.00

単位当たりコスト①

コ ス ト 182,700

66.67% －

単位

対　前　年　比

トイレットペーパー

－

計画値

－

0.00

0.00%

実績値

単位当たりコスト②

個

コ ス ト

合計 5,375 合計

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

１物品１品番として統一（種類を減らす）

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

封筒・用紙の使用マニュアルの作成

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

私製封筒使用枚数（211,685枚）/
年度末住民基本台帳（30,676人）

年度－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・広告記載寄付封筒の納入枚数の増加。
・消耗品購入の際にはその都度入札を行うことによって、安価に購
入。
・納付書用窓空き封筒に広告を入れることにより、封筒印刷費を抑
制した。

解決できていない課題

・封筒・用紙使用の更なる抑制。
・共同消耗品をグリーン購入法やエコマーク・リサイクル商品等の環境
に優しいものに特定する。

小笠原　義和
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

私製封筒長3、長3返信用、角2、
角0、角0保存袋（払出簿より）

目標値
（目標年度）

年度

6.08 6.90

7.00 7.00

－

25年度

13.00

0.52

－

－

年度

4,290,000.00

23年度 24年度

4,000,000.00

4,825,000.00

2,470,400

13.00

0.51

112.47%

4,000,000.00

220,000.00

13.00

－

－

指
標

190,657.00

2,240,010

13.00

品目 実績値

単位

220,000.00

枚 実績値

7,044.00

一括管理購入品目

単位

私製封筒使用枚数
単位 計画値

単位当たりコスト③

実績値
A4コピー用紙購入枚数

対　前　年　比

枚

計画値

コ ス ト

計画値

7,793.00

8,000.00

－

A4コピー用紙購入コスト
2,470,400円/本庁職員総数317人
（本庁職員+その他の職員）年度

計画値

実績値

8,000.00

　
　
成
果
指
標

単位

枚

単位

円

職員一人当たりのA4用紙
購入額

計画値

実績値

住民一人当たりの私製封筒
使用枚数

指　標　名

211,685.00 －

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

7,044.00 7,793.00 － （本庁職員+その他の職員）年度実績値円

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

436 総務部 財産管理課（消耗品管理事業）



年 月 ～ 年 ○

○

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック

　市税の賦課、徴収、収納事務を行う上で、職員の資質の向
上、市民への説明責任は、欠かせない。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
山根　孝浩

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

税務管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

424

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

税務総務費

税務一般事務に要する経費

対　　　象
（誰のために）

申告義務のある市民、市税の納税義務のある市民及び税に関する相談・確認を必要とする市民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

税務庶務事業

4 平成

○

○

○

○

―

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 市税等の賦課徴収
2

28

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

　研修会等に参加し、職員の資質向上を進め、事務の効率化へ
つなげる。

　予算執行、文書処理を一元化することにより、コスト削減に
努めている。今後とも、コスト削減に努める

12,160

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

12,160一般財源等合計 4,2374,237 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○580一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

職員の資質の向上を図るとともに、税務業務に専念できる環境を作り、円滑な税務行政の推進を図る。

税務行政の連絡調整、税務資料の収集、条例改正、課内予算・経理、郵便の受理、勤務状況等の管理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等334

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 407

人件費

―

580

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

―

―

―

―

○

合計

―

○

○

580 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,830 11,826

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　制度改正等随時、ホームページ・公報紙等を通じ広報活動を
行っている。今後において、ホームページの活用方法の検討を
行い、公報紙とは異なった広報活動を実施する。

―

5,600.00

－

1.40

12,16012,160

5,800.00

20.00

5,600.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

3,648,000

165,818.1857,772.73

22.00

106.00

合計

人

指　標　名　等

4,237

必要人員

4,237

100.00%

－

1,467.59

勤務状況管理人数
21.00

郵便受理件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,966,000

5,800.00

1,271,000

合計

254.00

24年度

5,600.00

8,512,000

－

22.00

有
効
性

○

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

―

103.57% －

529.64

計画値

－

人

千円

22.00

0.45

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

税務課職員数

年度H26実績値

580

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

580

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中山好夫

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

都市税務協議会
県税務研修会(初任者・徴収関係)

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

22.00 16.00

21.00 22.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

20.00

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

計画値

実績値
研修会参加人数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

424 市民部 税務課（税務庶務事業）



年 月 ～ 年

（42）5614
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

一般会計

電話 備考欄（留意事項）

　市民、職員が税に関する正しい知識を身につけることが公
平、公正な賦課につながる。

○

○

○

○

―

―市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

賦課徴収に要する経費

0826

2

国や県と重複のない事務事業である

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている賦課徴収費

市民部　税務課

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

2

山根　孝浩・泉　理恵
チェック

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

市民のニーズを的確に把握している

425

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

担当部課

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

事務事業の概要（Plan）

徴税費

賦課徴収費

Ⅴ計画の推進 総務費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

市県民税賦課徴収事業

4

施　 策 市税等の賦課徴収

3.効率的な行財政運営

対　　　象
（誰のために）

市内に住所を有する個人及び市内に事業所等を有する法人 ○

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

平成 18 平成

作成者氏名

1

28

大事業

1

1

款

会計名

2

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

　市運営のための自主財源確保という重要な役割を果たしてお
り、欠かすことのできない事業である。

・市県民税・所得税申告書、給与支払報告書等の課税資料が膨
大であるため、本庁での一括保管ができない。そのため、資料
調査等に支障をきたしている。電子データでの保管等課題があ
る。
・申告受付の体制や申告会場の統廃合等の見直しが必要であ
る。

×

○

41,334

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

単位あたりコストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

所得税申告及び市県民税申告相談の実施。納税通知書の送付。
申告対象法人へ申告書、納付書の送付・受付。

効
率
性

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

受益者負担を検証している

○

○

合計 合計 41,334

32,100

一般財源等 一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担 受益者負担

45,23645,236 一般財源等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

人件費

23年度 24年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

的確に個人所得の把握に努め、適正に申告を指導し、公平な賦課を行う。
的確に法人を把握し、各種届出の受付、申告納付義務のある法人に申告書の提出を促すことにより、公平な賦課を行う。

25年度

直接事業費 9,066 国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

10,623

コスト コスト（千円）

10,623

人件費

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

内　　　容

財源（千円）

直接事業費

コスト（千円）

9,234

財源（千円）

×

○

―

○

○

―

―

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた ×合計 10,623

36,170

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

3.80

41,334

有
効
性

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名　等

1,057,300,000.00

1,095,592,151.00

計画値

合計

人必要人員

23年度

－

－

1,357,000 1,231,000

0.000.01

－

法人市民税調定額
180,400,000.00

－

265,408,000.00

194,600,000.00

－

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

39,819,000

0.03

139.28%

－

25年度

1,142,675,000.00

43,879,000

1,139,673,880.00 －

1,116,900,000.00

24年度

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

専門性をもった人材を活用できている

104.02% －

0.04

実績値

計画値 187,970,000.00

時間外勤務手当 千円1,001.00

単位

190,561,400.00

4.25

単位当たりコスト①

実績値

対　前　年　比

個人市民税調定額

690.00

人

千円

調定額
25年度は予算額

年度H26

人

合計 41,33445,23645,236

活
動
・
結
果
指

10,623

円

円

対　前　年　比

単位

単位当たりコスト②

コ ス ト

コ ス ト ―

○

○

目的が達成できるような事務事業の内容である

成果指標について当初設定した計画値が達成できた ×合計

目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

10,623

調定額
25年度は予算額

今後の計画値
（計画年度）

市
民
参
画年度

千円

備 考
（指標の計算方法、算式等）

　税政改正が頻繁に行なわれ内容が複雑がしているが、できる
限り分かりやすい広報活動を目指す。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

―

市民への情報提供を行っている ○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

予算（大事業）名

優先的に継続する 継続する

休止、廃止をする

・申告受付の体制や申告会場の統廃合等の見直し

今年度までに実施した改善内容

完了した

縮小して継続する
主務課長氏名

現年度分

備 考
（指標の計算方法、算式等） 改善により予算要求額変更内容改善項目

現年度分

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

他事業と統合する

①

②

資源配分の方向性

・作業量の多い特別徴収の納付書封入作業について、効率的に行う
ために平成２３年度以降安芸高田市地域振興事業団へ作業委託を
行った。
・平成２３年度から１月～３月に臨時職員を２名雇用し、課税資料
整理にかかる時間外勤務時間の削減に取り組んでいる。

解決できていない課題

中山好夫

課題解決のための改善内容及び予算への反映

年度

目標値
（目標年度）

年度

年度

－

－

－

－ －

7,785.00 年度

－

98.80

23年度 24年度

－

25年度

－

単位 計画値

コ ス ト

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

－

98.79 98.51

98.80

計画値 －

8,035.00

計画値

実績値

99.90

99.22 99.52 －

－

99.60

98.60

99.90

14,641.00

年度

指
標

申告相談受付件数

単位 計画値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
法人市民税徴収率

計画値

実績値
個人市民税徴収率

件 実績値 14,554.00 －
賦課件数

単位

指　標　名

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

実績値 99.22 99.52 － 年度％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

425 市民部 税務課（市県民税賦課徴収事業）



年 月 ～ 年 ―

―

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック

市運営のための自主財源確保という重要な役割を果たしてお
り、欠かすことのできない事業である。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
森川　哲也

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

426

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

賦課徴収費

賦課徴収に要する経費

対　　　象
（誰のために）

4月1日現在における市内を定置場所とする軽自動車等の所有者又は使用者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

軽自動車税賦課徴収事業

4 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 市税等の賦課徴収
1

28

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

滞納分の車両調査を行い、調査結果によっては、職権による課
税取消により、収納率を高める。

窓口での標識交付、廃車受付があるため、本庁の一元管理は難
しいが、軽自動車税連絡協会からの申告書入力や、台帳の管理
は本庁で行っている。

6,206

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

6,206一般財源等合計 7,1987,198 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―856一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

窓口での受付及び広島県軽自動車協会の申告書送付により、申告書等の処理を行い、納税義務者を的確に把握し、公平で適
正な賦課を行う。

軽自動車等の登録・廃車・変更に係る申告書等の受付、処理。
納税通知書の送付。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等715

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 815

人件費

○

856

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

○

―

○

○

○

合計

○

○

○

856 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

6,383 5,491

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

91,100,000.00

－

0.65

6,2066,206

90,800,000.00 93,095,000.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

177.00

合計

人

指　標　名　等

7,198

必要人員

7,198

－

0.07

軽自動車税調定額

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 7,198,000

92,426,500.00

合計

118.00

24年度

92,288,500.00

6,206,000

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

100.15% －

0.08

計画値

－

人

千円

0.75

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度H26実績値

856

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

856

調定額
25年度は予算額

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中山好夫

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・死亡者課税の解消

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

21,429.00

23年度 24年度

21,190.00

－

98.91 98.91

98.50 98.50

－

計画値

コ ス ト

計画値

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

6,862.00

－

－

指
標

現年賦課件数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
軽自動車税収納率

指　標　名

6,986.00 －
申告書受付処理件数

単位 計画値

件 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

426 市民部 税務課（軽自動車税賦課徴収事業）



年 月 ～ 年 ―

―

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック

　地方税法、市条例に基づく事業につき、委託できない。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
山根　孝浩

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

427

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

賦課徴収費

賦課徴収に要する経費

対　　　象
（誰のために）

鉱泉浴場における入湯に対し、入湯客に課する。
たばこの卸売販売業者等が、製造たばこを小売業者等に売渡す場合において、当該売渡しに係る製造たばこに対し、当該売
渡を行う卸売販売業者等に課する。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

諸税賦課徴収事業

4 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 市税等の賦課徴収
1

28

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

　市運営のための自主財源確保という重要な役割を果たしてお
り、欠かすことのできない事業である。

　事務作業につき、コスト削減はできない。

945

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

945一般財源等合計 1,3771,377 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○100一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

納税義務者を的確に把握し、公平で適正な申告を求める。
卸売販売業者等に対し、適正な申告を求める。

入湯税に係る納入申告書等の受付、処理。
市たばこ税に係る納入申告書等の受付、処理。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等100

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 100

人件費

○

100

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

○

○

○

100 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,277 845

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　この項目は、あてはまらない。

○

7,300,000.00

－

0.10

945945

8,000,000.00

192,400,000.00

7,400,000.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

662,000

0.000.01

184,375,632.00

35.00

合計

人

指　標　名　等

1,377

必要人員

1,377

98.38%

－

0.04

市たばこ税調定額
174,000,000.00

入湯税調定額

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 413,000

7,125,950.00

964,000

合計

18.00

24年度

7,199,650.00

283,000

－

172,800,000.00

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

98.98% －

0.06

計画値

－

人

千円

187,406,943.00

0.15

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

調定額
２５年度は予算額

年度H26実績値

100

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

円

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

100

調定額
２５年度は予算額

目標年度に目標を達成できそうである

○

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中山好夫

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

納税義務者　　２法人
申告納期限　　翌月末

納税義務者　　３法人
申告納期限　　翌月末

目標値
（目標年度）

24.00

23年度 24年度

24.00

24.00

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

34.00

36.00 36.00

－

－

100.00

24.00 24.00

指
標

入湯税申告件数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
収納率

指　標　名

35.00 －
市たばこ税申告件数

単位 計画値 36.00

件 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

427 市民部 税務課（諸税賦課徴収事業業）



年 月 ～ 年 ―

―市民のニーズが適正に反映されている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

担当部課

作成者氏名

2

市民部　税務課 0826

○

○

（42）5614

国や県と重複のない事務事業である

　地方税法により市町村長は、総務大臣が定めた固定資産評価
基準により評価し価格を決定しなければならないと定められて
おり、常に納税者の理解を得られるよう正しい知識を身につ
け、公平かつ適正な課税に努める必要がある。

備考欄（留意事項）
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】
チェック

款

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
梶本　将太

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

徴税費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である項

目

1

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

賦課徴収に要する経費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

総務費

428

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

対　　　象
（誰のために）

納税義務者及び国等

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

固定資産税賦課徴収事業

4 平成

主要施策

施　 策 市税等の賦課徴収

○

○

○

○

平成 18

賦課徴収費

一般会計28

2

1

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

○

　係内の全職員が県主催等の評価事務研修会に参加し、評価技
術を習得することで専門性の向上につなげる。
　市ホームページ・市広報誌・チラシ・有線放送等で、納期限
内納付のPR、口座振替の推進を引き続き行わなければならな

単位あたりコストを削減することはできない

納税者の理解、協力を得ることが効率化の前提条件と考え、納
税者理解のために以下の点に引き続き留意する。①地方税法の
改正等については、わかりやすい広報活動（市広報誌・市ホー
ムページ・チラシ等）を行う。②家屋の新築・増築・滅失につ
いて、納税通知書に「異動届書」を同封し、また通知広報によ
り異動があった場合の届出を啓発する。　また、市広報誌に届
出について掲載する。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

56,780

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

56,780

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

一般財源等合計 54,75554,755 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

納税義務者が納得して納税できるよう、公平かつ適正な賦課を行う。

50,682一般財源等

25年度

直接事業費 4,117

人件費

23年度 24年度

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

賦課及び更正事務・減免事務、評価事務、評価替え時点修正事務、交付金請求、適正賦課のための啓発、督促状の発送、納
税相談。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

コスト

50,638

4,828

51,952

○

○

―

○

○

○

合計

―

財源（千円）

人件費

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

○

○

○

―

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

50,682

50,682

コスト（千円）

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

―

内納付のPR、口座振替の推進を引き続き行わなければならな
い。

―

1,659,900,000.00

6.15

56,78056,780

土地評価総筆数　　242,451筆392,800.00

時間外勤務手当

－

－100.00%

1,756,644,000.00

－

23年度

償却資産所有者の申告数

合計

人

指　標　名　等

54,755

必要人員

54,755

－

0.03

700.00

固定資産税調定額

－

実績値

計画値

685.00

単位

コ ス ト 54,755,000

合計

1,116.00

24年度

1,780,262,900.00

56,780,000

－

685.00

668.00

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

－ －

0.03

392,800.00

計画値

－

年度

1,685,666,300.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

700.00

5.95

単位当たりコスト①

千円

人

今後の計画値
（計画年度）

1,708,700,000.00

1,402.00 千円

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度実績値

50,682

活
動
・
結
果
指

単位

円

人

対　前　年　比

392,800.00

○

―

合計

―

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

調定額
２５年度は予算額

市
民
参
画

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

成果指標について当初設定した計画値が達成できた50,682

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中山好夫

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

年度

H23 年度

年度

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

解決できていない課題

課税客体の把握

18,200.00

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

－

－
資源配分の方向性

年度

平成２４年度
木造（新築）103棟（増築）23棟
非木造（新築）52棟（増築）8棟

土地評価総筆数　　242,451筆
土地非課税地筆数　114,095筆

家屋棟数　　　　　 37,663棟
家屋非課税棟数　　　　147棟
（H２４概要調書）

目標値
（目標年度）

年度

180.00

18,200.00

H23

現年度分

23年度 24年度

98.71 98.91

99.00 99.00

25年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

394,356.00

17,955.00

100.28%

392,800.00

－

18,200.00

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
土地・家屋の総数

対　前　年　比

筆・棟

計画値

－

392,800.00

計画値

実績値

163.00

180.00 180.00

－

－

18,200.00

指
標

納税義務者数
単位

単位

コ ス ト

計画値

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

計画値 180.00

棟 実績値

393,273.00

392,800.00

18,104.00

実績値

186.00 －

指　標　名

固定資産税徴収率

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

家屋評価件数

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

428 市民部 税務課（固定資産税賦課徴収事業）



年 月 ～ 年

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 市税等の賦課徴収
2

28

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

11

国民健康保険税賦課徴収事業

4 平成

賦課徴収費

賦課徴収費

対　　　象
（誰のために）

国民健康保険加入者

国民健康保険特別会計

429

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
世羅　美佐子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 1

国や県と重複のない事務事業である

2

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

21,276 24,075

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

1,626

○

合計

○

×

○

―

○

○

○

1,626

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 496

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

納税義務者が納得して納税できるよう、所得の把握・固定資産の把握を的確に行い、適正公平な課税を行う。

賦課及び更正

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等499

1,626一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 21,77221,772 一般財源等 24,574

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

24,574

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

○

○

1,626

調定額
25年度は予算額

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

円

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

1,626

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度H26

人

千円

662.00

2.50

単位当たりコスト①

121.37% －

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

517.00

24年度

656,222,700.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

796,481,600.00

過誤納件数

国民健康保険税調定額

－

実績値

計画値

88.37%

－

589.00

合計

人

指　標　名　等

21,772

必要人員

21,772

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

585.00

770,288,000.00

24,574

620,696,000.00

－

2.85

24,574

○

741,940,000.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
徴収率（現年度）

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

95.85 96.36

95.00 95.00

－

－

23年度 24年度

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中山好夫

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

429 市民部 税務課（国民健康保険税賦課徴収事業）



年 月 ～ 年

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 市税等の賦課徴収
2

28

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

税証明発行業務

4 平成

税務総務費

税務一般事務に要する経費

対　　　象
（誰のために）

所得証明、評価証明、その他税務証明書の交付を必要とする市民等

一般会計

430

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

税務管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
世羅　美佐子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　市民が、あらゆるサービスの提供を受けるため、他の行政機
関や金融機関に提出する税証明書交付事務であり、快適な市民
生活を守るためには、必要不可欠な事務である。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

10,638 13,938

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

60

○

合計

○

○

○

―

○

○

○

60

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

―

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 118

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

課税課窓口、郵送請求等で税務証明書の交付を必要とする市民等に対し、課税台帳に基づく適格な証明書の発行を行う。

税務関係証明の発行

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等60

2,258

60一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 8,49810,756 一般財源等 13,998

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

13,998

　申請事務であり、目標・成果の指標は設定できない。

　人件費が主な経費であり、市民のニーズを的確に把握するこ
とにより、証明交付時間の短縮を心がけている。

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

○

60

証明手数料決算額÷350円×1.2

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

60

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度H26

人

千円

1.25

単位当たりコスト①

98.07% －

2,439.00

計画値

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

299.00

24年度

4,410.00

13,998,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 10,756,000

4,325.00
税務証明等の発行枚数

－

実績値

計画値

－

3,236.53

294.00

合計

人

指　標　名　等

8,498

必要人員

10,756

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

4,400.00

13,998

4,400.00

－

1.65

13,998

　この項目は、あてはまらない。

○

4,400.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

－

23年度 24年度

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

・簡易な証明発行事務の民間委託

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中山好夫

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

430 市民部 税務課（税証明発行業務）



年 月 ～ ―

―

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック

　納税者の納付状況を管理し、滞納者に対しては督促状の発送
を行い納税を促す。
　口座振替不能者には、遅滞なく振替不能通知書及び納付書を
送付している。
　過納税者に対しては、遅滞なく還付処理を行い適正な税の収
納管理を行う。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
大下　幹成

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

431

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

賦課徴収費

賦課徴収に要する経費

対　　　象
（誰のために）

納税義務者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

収納事業

3

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 市税等の賦課徴収
1

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

　市税を適正に収納することは、市の自主財源の確保、税負担
の公平性の観点から欠かすことのできない事務である。
　口座振替利用者の納税通知書には納付書を添付する必要がな
く、軽自動車税は、名寄せ方式を採用しており郵送料の削減を

　電算システムにより収納・消込事務を適正かつ迅速に行い、
統計資料も正確に作成できる。

10,081

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

10,081一般財源等合計 12,81012,810 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○202一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

市税の納税状況を的確に把握し、納税を奨励する。
納税義務者の納付の利便を図り、納付忘れの防止を図る。

収納消し込み、督促状の送付
口座振替納税の推進及び口座振替利用者の管理
口座振替利用者への異動に対する通知の送付

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等789

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 470

人件費

○

202

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

○

○

○

202 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

12,340 9,292

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　納税通知書送付時に口座振替利用の依頼文書を添付
　税務課独自の封筒に納期及び口座振替納税のＰＲ掲載

○

く、軽自動車税は、名寄せ方式を採用しており郵送料の削減を
図っている。

－

1.10

10,08110,081

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

342.00

合計

人

指　標　名　等

12,810

必要人員

12,810

－

0.00

収納消し込み額

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 12,810

4,417,395.00

合計

200.00

24年度

4,301,714.00

10,081

－

有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

―

102.69% －

0.00

計画値

－

人

千円

1.45

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

202

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

202

収納額（現年・滞納繰越分）
23年度は確定値
24年度は5月31日現在（確定）

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中山好夫

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・口座振替済通知（軽自動車税を除く）の廃止

解決できていない課題

・コンビニ収納をはじめとする、納付機会の拡充

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

現年・滞納繰越分
（24年度実績は5月31日現在確定）

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

23年度は確定値
24年度は5月31日現在（確定）

23年度は確定値
24年度は4月22日現在（確定）

目標値
（目標年度）

152,079.00

23年度 24年度

152,623.00

－

93.69 93.60

－

計画値

コ ス ト

計画値

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 28,707.00 26,878.00

14,944.00

－

－

年度当初口座利用者（件）数

指
標

収納消し込み件数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
振替納税利用者

計画値

実績値
収納率

指　標　名

14,416.00 －
督促状送付件数

単位 計画値

件 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 28,707.00 26,878.00 －％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

431 市民部 税務課（収納事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 市税等の賦課徴収
1

継続

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

滞納整理事業

3

賦課徴収費

賦課徴収に要する経費

対　　　象
（誰のために）

納税義務者、特にその滞納者

一般会計

432

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴税費

市民部　税務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5614

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

賦課徴収費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
竹本　繁行

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

34,893 30,833

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

280

○

合計

×

×

×

―

―

○

×

280

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 61

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

公平・公正な租税秩序の維持、納税義務の履行、担税力の回復

地方税法をはじめとした関係法令に基づく適正な徴収権の執行による滞納整理
(催告、納税折衝、納付誓約、財産調査、滞納処分、執行停止、時効管理、不納欠損他)

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等90

280一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 34,95434,954 一般財源等 30,923

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

30,923

　職員の能力開発については、差押物件の公売や捜索による財
産の差押等を実施することにより、滞納整理手法を拡充してい
きたい。

　コスト削減、効果向上は、滞納整理事務のノウハウの組織内
での蓄積とその活用により改善点があれば改善していきたい。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

―

280

計画値＝滞納繰越調定額×20％
実績値＝収入済額－還付未済額
　(個人市民税、法人市民税、純固
定資産税、軽自動車税、国民健康
保険税。以下「５税目」という)
（24年度実績は３月末現在　確
定）

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

千円

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

280

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

　計画値＝滞納繰越調定額×5％
　年度中に地方税法第１５条の7
に基づく執行停止を決定した滞納
額(５税目)
（24年度実績は３月末現在　確
定）

年度

人

千円

13,889.02

4.10

単位当たりコスト①

99.66% －

0.58

21,025.71

計画値

－

有
効
性

×

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

5,243

合計

662.00

24年度

42,461.55

21,646

－

12,401.22

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 24,468

42,318.00

執行停止額
13,681.35

滞納繰越分収納額

－

実績値

計画値

152.91%

－

0.51

966.00

合計

人

指　標　名　等

34,954

必要人員

34,954

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

4,638

0.220.38

21,238.09

12,917.67

49,604.88

24,192.49 21,025.71 　計画値＝執行停止額×33％×

30,923

54,725.40

－

3.65

30,923 きたい。

×

51,670.69

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

7,194.78 －
延滞金収納額

単位 計画値 4,182.35

千円 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
滞納繰越分収納率

計画値

実績値
現年課税分収納率

指
標

単位

単位

5,243

20.00

4,468.25

－ －

－

－

20.00

98.00

　(５税目)
（24年度実績は３月末現在　25年
度計画は見込み）

計画値

実績値

20.00

17.21 17.18

－

21,025.71

実績値

単位当たりコスト③

実績値
不納欠損額

対　前　年　比

千円

計画値

コ ス ト

計画値

－

98.27 98.33

98.00 98.00

－

0.22

23,523.77

23年度 24年度

24,192.49

21,850.36

4,638

0.21

92.89%

21,025.71

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

　(５税目)
（24年度実績は5月末現在）

　計画値＝執行停止額×33％×
3年
　当該年度中に不納欠損処理を
行った額(５税目)
（24年度は3月末現在　25年度
計画は見込み）

目標値
（目標年度）

年度

　(５税目)
（24年度実績は５月末現在　25年
度計画は見込み）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・預金等の差押等の滞納処分の徹底

解決できていない課題

・大口滞納者の解消
・未折衝滞納者の解消

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中山好夫

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－ 度計画は見込み）実績値 17.21 17.18 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

432 市民部 税務課（滞納整理事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

昭和 35

施　 策 事務対応の利便性の構築
2

28 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

戸籍事務

10 平成

住民基本台帳費

住民基本台帳費

対　　　象
（誰のために）

戸籍に係る届出をする人

一般会計

447

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

住民基本台帳費

市民部　総合窓口課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5616

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

住民基本台帳費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
野田　由紀子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

戸籍法に基づく法定受託事務であり、市が主体として行う事業
である。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

3

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

18,301

41

13,898

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

8,241

○

合計

―

○

―

―

○

○

―

8,241

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,788

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

41

正確な身分関係を戸籍に記載する

届書を受領、適法なものであるか審査し、適法と認めた時は受理し戸籍原簿等に記載する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,369 49

8,200一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 21,04821,089 一般財源等 15,267

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

15,218

月例会で学習したことを回覧し、担当以外の職員とも情報を共
有している。
月に１回の戸籍月例会（研修会）や、「初級・中級」の職員研
修を三次市及び庄原市と合同で行っている。

平成１５年１１月２９日戸籍事務電算化により、戸籍検索や記
載が迅速かつ正確に処理できるようになった。また、平成２２
年１２月の機種更新により処理機能が向上した。
平成24年4月1日から支所に提出された戸籍届出書及び郵送に
よる届出書のすべてを本庁で一括入力することとした。
記載の誤記や遺漏がないよう二人体制で確認しながら事務処理
をしている。その他の関係事務も円滑に行われるよう取り組ん
でいる。

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

合計

○

8,241

窓口での届出　　　　　 719件
他市町村からの送付　１,４65件

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

1.50

8,200

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

2.15

単位当たりコスト①

178.72% －

17,257.77

計画値

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

259.00

24年度

1,222.00

15,267,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 21,089,000

2,184.00
戸籍届出件数

－

実績値

計画値

－

6,990.38

511.00

合計

人

指　標　名　等

21,048

必要人員

21,089

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

－

15,267

－

－

1.65

15,218 修を三次市及び庄原市と合同で行っている。

○

－

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

－ －

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

今年度から、戸籍記載事務を本庁一括入力とした

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課長　佐々木　早百合

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
申請・相談・届出は、市民等の意思により対応するものであり、目標値を設けるような性質の
事務でない。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

447 市民部 総合窓口課（戸籍事務）



年 月 ～ 年 月 法律で実施が義務付けられている事務事業○

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

市民のニーズが適正に反映されている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

住民基本台帳費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

チェック電話
市民部　総合窓口課

○

○

市民のニーズを的確に把握している

住民基本台帳費

○

○

○

一般会計

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

担当部課

総務費

日浦　玲子
備考欄（留意事項）

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

事務事業の評価（Check）

○

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

款

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

平成

事務対応の利便性の構築

会計名

住民基本台帳費

作成者氏名

0826
（42）5616

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

3

448

妥
当
性

3

1

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

28

対　　　象
（誰のために）

主要施策

主な
関連

予算・
事業名

昭和

住民基本台帳等事務

7

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

施　 策

42

2

項

目

大事業 1

中事業

2

市に住所を有する市民及び有した市民
印鑑登録を希望する市民
自動車臨時運行許可を希望するもの

○

○

住民基本台帳費

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

平成２４年４月１日から異動入力を民間に委託している。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

単位あたりコストを削減することはできない

―

○

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある ○

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている ○

○

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

コスト（千円）

17,987

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

住民基本台帳への登録･外国人登録に関する事務・印鑑登録事務及び自動車臨時運行許可事務等に関する届出申請

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

○

効
率
性

合計 17,200 ○一般財源等40,596

人件費 受益者負担

直接事業費 24,329

人件費

コスト コスト（千円）

42,206 一般財源等

17,877

合計

720

正確な住民登録･外国人登録･印鑑登録及び自動車臨時運行許可書の交付を維持する

直接事業費

財源（千円）

国県補助金等

24年度

国県補助金等

コスト（千円）

23年度

財源（千円）

1,610

受益者負担17,267

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

人件費 受益者負担

○

―

787

受益者負担を検証している

3,572

3,572

418

―

3,154一般財源等

○

合計

25年度

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

各業務に関する職員研修等を実施している。
県や法務局が実施している研修会に参加している。(戸籍事務・
外国人登録事務・監督者・コーチング研修等)
※外国人登録事務は、平成24年7月９日をもって法改正は(廃

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

17,987

○

17,987,000

－

42,206,000

計画値

9,241.52

－

単位当たりコスト②

－

指　標　名　等

単位

―

108.47% －

○

合計

322.00

24年度

－

2.05

17,200

25年度

人

○

－

－

年度

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

年度

有
効
性

千円

－

千円

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

住民票事務　　　  　3,198件
印鑑登録事務　　　  　535件
住基カード交付事務　    44件
公的個人認証事務　　    44件
外国人登録事務　　　  617件
自動車運行許可事務     516件

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市民への情報提供を行っている

4,954.00

コ ス ト

コ ス ト

計画値

対　前　年　比

－

実績値

実績値

1.95

今後の計画値
（計画年度）

－

－

人

単位当たりコスト①

23年度

40,596

4,567.00

2.10

住民基本台帳等異動受付件
数

3,630.80

時間外勤務手当 千円

42,206

499.00

合計

必要人員

活
動
・
結
果
指

単位

件

対　前　年　比

目標年度に目標を達成できそうである

○

3,572

目的が達成できるような事務事業の内容である

3,154

※外国人登録事務については制度
改正に伴い、平成２４年１月１日
～平成２４年７月８日までの異動
件数を計上している。

合計

職員の能力開発のための対策は十分になされている

人

専門性をもった人材を活用できている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

備 考
（指標の計算方法、算式等）

※外国人登録事務は、平成24年7月９日をもって法改正は(廃
止)し、住民票事務へ移行している。中長期事務及びと区別永住
事務については住民票事務へ含まれている。

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

―

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

完了した

縮小して継続する

休止、廃止をする
　佐々木　早百合

課題解決のための改善内容及び予算への反映

資源配分の方向性

解決できていない課題

主務課長氏名

①

②

目標値
（目標年度） 改善項目 改善により予算要求額変更内容予算（大事業）名

－

25年度

－ 年度

他事業と統合する

今年度までに実施した改善内容

継続する

23年度 24年度

－

備 考
（指標の計算方法、算式等）

－

－

－

年度

年度

単位当たりコスト③

計画値

コ ス ト

優先的に継続する年度

年度

計画値

実績値

－

対　前　年　比 －

　
　
成
果
指
標

単位

実績値

指
標

単位

単位

計画値

単位 計画値

計画値

実績値

単位

実績値

実績値

指　標　名

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度

申請・相談・届出は、市民等の意思により対応するものであり、目標値を設けるような性質の
事務でない。

－

指標化できない成果

実績値
ｱｳﾄ

ｶﾑ

448 市民部 総合窓口課（住民基本台帳等事務）



年 月 ～ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

担当部課

作成者氏名

2

市民部　総合窓口課 0826

市民のニーズが適正に反映されている

国や県と重複のない事務事業である

法律で実施が義務付けられている事務事業

備考欄（留意事項）
（42）5616

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

チェック

款

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
日浦　玲子

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

住民基本台帳費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である項

目

2

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

住民基本台帳費

住民基本台帳費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

449

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

対　　　象
（誰のために）

戸籍･住民票等各種証明書の申請者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

戸籍謄本等・住民票の写し・その他各種証
明書申請の受付交付事務

12

主要施策

施　 策 事務対応の利便性の構築

昭和 22

住民基本台帳費

一般会計

3
3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ
○

○

（ ）

○

○

○

―

―

―

―

○

（ ）

○

○

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

単位あたりコストを削減することはできない

平成１５年１１月２９日の戸籍電算化により、戸籍謄本等の発
行が迅速かつ正確に事務処理ができるようになった。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

27,542

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

27,542合計 26,29826,298 一般財源等 合計

効
率
性

受益者負担

一般財源等

受益者負担を検証している

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

必要とする証明書を的確に把握し速やかに証明書を発行する

13,200一般財源等

25年度

直接事業費 10,549

人件費

23年度 24年度

受益者負担受益者負担

財源（千円）

来庁による戸籍謄抄本・住民票の写し、その他各種証明書申請の受付交付事務
郵送による戸籍謄抄本・住民票の写し、その他各種証明書申請の受付交付事務

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

コスト（千円）

15,749

コスト

人件費

コスト（千円）

13,223

人件費

13,200

14,319

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

合計 13,200 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

○

○

○

○

○

―

○

（ ）

円 円 円 ―

円 円 円 ―

―

―

（ ）

円 円 円

円 円 円

－

－

1.70

27,54227,542

－

－

－

合計

人

指　標　名　等

26,298

必要人員

26,298

時間外勤務手当 千円

23年度

コ ス ト 26,298,000

実績値

単位当たりコスト②

単位

合計

267.00

24年度

34,507.00

27,542,000

－

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

年度

103.86% －

762.11

計画値

－

－

768.49

人

今後の計画値
（計画年度）

各種証明書発行件数

年度

35,839.00

計画値 －

4,400.00

－

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円 千円

実績値

1.05

13,200

1.85

単位当たりコスト①

対　前　年　比

コ ス ト

対　前　年　比

活
動
・
結
果
指

単位

件

合計

目標年度に目標を達成できそうである

13,200

戸籍謄抄本 8,076件　除籍謄抄本
9,841件　住民票 7,241件
印鑑証明 4,433件
諸証明 5,732件
臨時ナンバー 516件
※　諸証明：戸籍附票、身分証
明、外国人証明、住基カード等 市

民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

　佐々木　早百合

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

年度

年度

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

－

－

25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

年度

23年度 24年度

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値単位

－

計画値

実績値 －

－

計画値

実績値

指　標　名

指
標

単位

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

－

単位 計画値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

申請・相談・届出は、市民等の意思により対応するものであり、目標値を設けるような性質の
事務でない。

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

449 市民部 総合窓口課（戸籍謄本等・住民票の写し・その他各種証明書申請の受付交付事務）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

2

国や県と重複のない事務事業である

3

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

（42）5616

1

住民基本台帳費

チェック

平成１９年６月４日に県から権限委譲をうけた。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
森川　美由紀

市民のニーズを的確に把握している

0826

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

市民部　総合窓口課

住民基本台帳費

450

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

一般会計

款

担当部課

作成者氏名

事務事業の概要（Plan）

旅券申請交付事務

6 平成

住民基本台帳費

住民基本台帳費

安芸高田市に住所がある方で、日本国籍の方全員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

対　　　象
（誰のために）

○

○

○

○

○

○

○

3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 19

施　 策 事務対応の利便性の構築
2

28

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

指標については、目標値を設けるような性質の事務ではない。

○

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない
効
率
性

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

9,420

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

コスト（千円）

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

合計 6,9126,912 合計 ―

人件費 受益者負担受益者負担

一般財源等

受益者負担

9,420一般財源等

旅券申請を受付し県へ送付、県から旅券を受領後申請者に旅券を交付する
外務省から送付される海外渡航情報を窓口に備え付け市民へ情報提供をする
（根拠法令）旅券法、旅券法施行令、旅券法施行規則、広島県の事務を市町が処理する特例を定める条例に基づき市町が処
理する事務の範囲を定める規則、広島県旅券事務処理要領、安芸高田市旅券事務処理要領（準則）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等155

23年度 24年度

国県補助金等

コスト（千円）

旅券の申請受付･交付を、迅速に正確に行う。
また、海外旅行者の安全旅行を促すための海外渡航情報をお知らせする。目　　　的

(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト

内　　　容

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 102

人件費

国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

―

○

○

○

251

251

コスト（千円）

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

9,265

251一般財源等

6,810

根拠法令に基づき事務を行っている。

平成２４年１０月１日より広島県国際課旅券グループにて、旅
券が３日間で受け取ることのできる「早期発給サービス」が開
始された。

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

市の広報紙を通じて情報提供を行っている。

1.10

9,420

－－

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

－ －

千円

23年度

－

－

1,884,000

2,948.362,179.81

639.00

－

－

190.00

合計

人

指　標　名　等

6,912

必要人員

6,912

時間外勤務手当

－

10,417.06

－

実績値

計画値

コ ス ト 4,839,000

実績値

－

1,382,000

合計

173.00

24年度

660.00

6,594,000

－

100.79%－

－

25年度

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

95.91% －

7,331.82

－

計画値

－

千円

634.00

0.80

単位当たりコスト①

備 考
（指標の計算方法、算式等）

633.00
旅券申請受付件数

人

千円

年度

1.05人

9,420

活
動
・
結
果
指

旅券交付件数

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

○

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

251

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

251

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

　佐々木　早百合

①

②
年度

予算（大事業）名

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

継続する

休止、廃止をする

改善項目

他事業と統合する
資源配分の方向性

年度

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する－

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

年度547.00

23年度 24年度

－

－

－

506.00

942,000

1,861.66

92.50%

－

－

1,263.25

691,000コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
海外渡航情報提供件数

対　前　年　比

件

計画値

－

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

計画値

実績値

単位

計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指　標　名

－

単位

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

年度

③
申請・相談・届出は、市民等の意思により対応するものであり、目標値を設けるような性質の
事務でない。

実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

450 市民部 総合窓口課（旅券申請交付事務）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 事務対応の利便性の構築

継続

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

八千代支所窓口事務

3

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市内の市民
とりわけ、支所管内（旧八千代町）に居住の市民

451

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

八千代支所担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（52）2111

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
中川雅夫

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　住民基本台帳及び市税等の事務については、市が実施すべく
法令で定まっている。また、各種相談業務においても、市が提
供すべきサービスによるものであり市が関与すべきである。

款

国や県と重複のない事務事業である

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

51,305 35,544

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

合計

○

○

○

―

―

―

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費 1,971

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

市民生活に密着した届出受付、各種証明の発行、各種経由事務の受付、その他相談業務等を行うことにより、合併により市
民の利便性が低下することのないようサービスの維持に努める。

①各種届出の受付、②各種証明の申請受付及び発行、③各種経由事務の受付、④公金収納、⑤相談業務、⑥民生委員児童委
員地区協議会事務、⑦公衆衛生事務、⑧防災行政無線業務等

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

1,929

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 49,37651,305 一般財源等 35,544

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

33,573

　成果を指標化することは容易ではない状況があるが、市民に
身近な場所で事務手続きを行えたり、各種の相談に対応できる
という点で、市民の利便性の確保という目的は果たされてい
る。一度に多くの方が窓口に来られた場合の対応をスムーズに

　コストはすなわち人件費ということであり、窓口事務にあた
る支所の職員数を少なくすれば、それだけ経費の節減につなが
る。しかしそれを行おうとする場合は、支所の職員数の減少に
伴って支所で行う事務も限定されたものにならざるを得ない。

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

×

○

0

総合窓口課関係受付　　　4,543件
市民生活課関係受付　　　　140件
税務課関係受付　　　　　　692件
保健医療課関係受付　 　 　　39件
高齢者福祉課関係受付　 　 　48件
社会福祉課関係受付　　  　　28件

その他課関係受付　　　  　　76件
公金収納関係　　 　  　　3,738件

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

総合窓口課関係受付　　　　517件
市民生活課関係受付　　 　　 95件
税務課関係受付　　　　　　123件
保健医療課関係受付　　　　945件
高齢者福祉課関係受付　      433件
社会福祉課関係受付　　　　700件
その他課関係受付　　   　2,275件

年度

人

千円

4,682.00

6.20

単位当たりコスト①

101.24% －

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

335.00

24年度

9,190.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

9,304.00

本庁へ送付する事務の受付
件数

支所で完結させる各種届出
受付、証明等の発行件数

－

実績値

計画値

108.67%

－

651.80

合計

人

指　標　名　等

49,376

必要人員

51,305

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

5,088.00

支所管内人口　　　　　 　3,766人

35,544

－

4.30

33,573 る。一度に多くの方が窓口に来られた場合の対応をスムーズに
しようとすれば、職員は各分野の窓口対応ができる仕事力を身
につけることが求められている。

　支所の窓口事務の中心をなす各種証明書等の発行事務につい
ては、個人情報の保護の観点から市民参画、協働は不可能であ
る。しかし、公衆衛生関係業務等の支所で行っている事務の一
部については、諸行事等を行う際に市民の参加を呼びかけるな
ど、情報提供を行うとともに積極的に関わってもらっており、
その面では市民参画の機会は提供できている。

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

防災行政無線放送件数
単位

単位

－

－

計画値

実績値

－件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

民生委員児童委員地区協議
会開催回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

－－

2,138.00

12.00

23年度 24年度

12.00

2,565.00

100.00%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度
防災放送無線放送件数　2,565件

支所管内人口　　　　　 　3,766人
民児協委員　　　　　　　　　14人
定例会　　　　　　　　　　　12回
研修会　　　　　　　　　 　 　6回
延べ出席者数　　　　 　　　161人
出席率　　　　　　　　 　　63.8％

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　各業務について、担当者のみが対応するのではなく、複数の職員
が窓口で受付できるよう体制を作ってきた。

解決できていない課題

　複数の職員が窓口で対応できるよう体制を作ってきたが、専門性が必
要な相談業務等については、担当者が不在の場合、事務に支障をきたす
ことがある。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

叶丸　一雅

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
市民に特に密着した窓口事務を、旧町同様に実施することにより市民の利便性が確保されている。これら
の事務に関し、あるいはそれ以外でも、市民からの相談を受けることは支所の機能として重要な部分であ
り、機会あるごとに市民から支所機能の充実継続について強く要望されている。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

451 八千代支所（八千代支所窓口事務）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 事務対応の利便性の構築

継続

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

美土里支所窓口事務

3

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市内の市民
とりわけ、支所管内(旧美土里町内）に居住の市民

452

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

美土里支所担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（54）0311

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
西川　富雄

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

住民基本台帳及び市税等の事務については、市が実施すべく法
令で定まっている。また各種相談業務においても、市が提供す
べきサービスによるものであり市が関与すべきである。

款

国や県と重複のない事務事業である

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

49,650 45,584

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

合計

○

○

○

○

―

―

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費 1,327

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

市民生活に特に密着した届出受付、各種証明の発行、各種経由事務の受付、その他相談業務等を行うことにより、合併によ
り市民の利便性が低下することのないようサービスの維持に努める。

①各種届出の受付、②各種証明の申請受付及び発行、③各種経由事務の受付、④公金収納、⑤相談業務、⑥民生委員児童委
員地区協議会事務、⑦公衆衛生業務関係事務等

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

1,376

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 48,27449,650 一般財源等 45,584

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

44,257

成果を指標化することは容易でない状況があるが、市民に身近
な場所で事務手続きが行えたり、各種の相談に対応できるとい
う点で市民の利便性確保という目的は果たされている。一度に
多くの方が窓口に来られた場合の対応ができる仕事力を身につ

コストはすなわち人件費ということであり、窓口事務に当たる
支所の人数を少なくすれば、それだけ経費の節減につながる。
しかし、それを行おうとする場合は、支所の人数の削減に伴っ
て、支所で行う事務も限定されたものにならざるを得ない。

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

―

○

0

総合窓口課関係受付　　2,940件
市民生活課関係受付　　　  59件
税務課関係受付　　　　　306件
保健医療課関係受付　　　119件
高齢者福祉課関係受付　　  25件
社会福祉課関係受付　　　　 0件
その他課関係受付　　　　  12件
公金収納関係　　　　　2,215件

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

総合窓口課関係受付　　  98件
市民生活課関係受付　　  45件
税務課関係受付　　　　199件
保健医療課関係受付　　363件
高齢者福祉課関係受付　240件
社会福祉課関係受付　　189件
その他課関係受付　　1,799件

年度

人

千円

2,859.00

6.00

単位当たりコスト①

92.41% －

2,434.22

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

15,366,000

合計

121.00

24年度

6,142.00

14,951,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 14,951,000

5,676.00

本庁へ送付する事務の受付
件数

支所で完結させる各種届出
受付、証明等の発行件数

－

実績値

計画値

102.73%

－

2,634.07

186.00

合計

人

指　標　名　等

48,274

必要人員

49,650

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

15,366,000

5,231.875,374.61

2,937.00

45,584

－

5.50

44,257 多くの方が窓口に来られた場合の対応ができる仕事力を身につ
けることが求められる。

支所の窓口事務の中心をなす各種証明等の発行事務について
は、個人情報の保護の観点から市民参画、協働は不可能であ
る。しかし、公衆衛生関係業務等支所において行っている事務
の一部については、諸行事を実施する際に市民の参加を呼びか
けるなど、情報提供を行うとともに積極的に関わってもらって
おり、その面では市民参画の機会は与えられている。

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

教育集会所管理運営にかか
る窓口対応件数

単位

単位

1,246,000

－

－

計画値

実績値

－件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

民生委員児童委員協議会
開催回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

－－

170.00

65,578.95

19.00

23年度 24年度

19.00

1,246,000

192.00

65,578.95

100.00%

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

施設利用総回数。当該事務についての評価
シートは別途作成されるが、美土里支所独
自の事務が存在する。

支所管内人口　　 3,113人
民児協委員　　　　　16名
定例会　　　　　　  12回
研修会　　　　　　　 7回
延出席者数　　　　254名
出席率　　　　　　83.6％

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・各事務について、担当者のみが対応するのではなく、複数の職員
が窓口で受付ができるように体制を作ってきた。
・各対応において、電話だけでは困難なような場合は面談するなど
して、親切で丁寧な事務が遂行できるように努めてきた。

解決できていない課題

・限られた職員で窓口全般の事務を対応できるようにするため、文書整
理をするとともに事務処理マニュアルの整備・充実を図る必要がある。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

　高　本　　　修

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
市民に特に密着した窓口事務を旧町同様に実施することにより、市民の利便性が確保されている。また、これらの事務
に関し、或いはそれ以外でも市民から相談等を受けることは支所の機能として重要な部分であり、機会あるごとに市民
からできる範囲で地域出身者による当該事務の継続について強く要望されている。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

452 美土里支所（美土里支所窓口事務）



年 月 ～ 年 月

主な
関連

予算・
事業名

項

中事業

目

担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

妥
当
性

国や県と重複のない事務事業である

24 4 平成

事務対応の利便性の構築

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

大事業

3

○

○

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

高宮支所窓口事務

施　 策

主要施策

25平成

　安芸高田市内の市民　とりわけ、支所管内（旧高宮町内）に居住の市民
対　　　象

（誰のために）

事務事業の概要（Plan）

453

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
中村　義明

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている款

チェック

　住民基本台帳及び市税等の事務については、市が実施すべく
法令で定まっている。また各種相談業務においては、市が提供
すべきサービスによるものであり市が関与すべきである。

○

○

○

○

高宮支所 0826
（57)0311

市以外が実施主体になりえない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

○

○

備考欄（留意事項）
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

　市民生活に密着した届出受付、各種証明の発行、各種経由の事務の受付、その他相談業務等を行うことにより、合併によ
り市民の利便性が低下することのないようサービスの維持に努める。

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

○

合計

×

×

×

×

○

―

―

○

×

国県補助金等

コスト（千円）

直接事業費国県補助金等 直接事業費

財源（千円）

人件費 1,7311,784 受益者負担受益者負担51,540 人件費人件費 受益者負担43,321

直接事業費

23年度

財源（千円） コスト（千円）

24年度

財源（千円）

　①各種届出の受付　②各種証明の申請受付及び発行　③各種経由事務の受付　④公金収納　⑤相談業務　⑥民生・児童委
員協議会事務　⑦公衆衛生業務　⑧地域づくり推進業務　⑨その他

コスト コスト（千円）

一般財源等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

内　　　容

国県補助金等

0一般財源等0一般財源等合計 合計

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

49,75651,540 ―

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の効果を適正に把握している

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

41,384

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

43,115

　高齢化・過疎化が進む中、市民の利便性の観点から支所の行
政サービスは不可欠である。
　来客者に満足して戴ける対応をするには、各職員のスキルア
ップと職員同志の協力体制が必要である。

　支所での窓口業務の種類と内容を、地区市民に苦情がでない
程度にまだまだ削減し、本庁に集中させることができればコス
トは低く出来る。

―

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

総合窓口課関係受付　　  　　２４５件
市民生活課関係受付　　　　　　９５件
税務課関係受付　　　　　　　４３６件
保険医療課関係受付　　　　　７３６件
高齢者福祉課関係受付　　　　３４２件
社会福祉課関係受付　　　　　５５６件
その他関係受付　　　　　　　８５０件

支所管内人口　　　３９１２人

市
民
参
画

総合窓口課関係受付　　　　３８７６件
市民生活課関係受付　　　　　１４５件
税務課関係受付　　　　　　　９１２件
保険医療課関係受付　　　　　　　０件
高齢者福祉課関係受付　　　　　　０件
社会福祉課関係受付　　　　　　　０件
その他関係受付　　　　　　　　７５件
公金収入関係　　　　　　　２３２２件

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市民への情報提供を行っている

年度

目的が達成できるような事務事業の内容である

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

目標年度に目標を達成できそうである

人
有
効
性

職員の能力開発のための対策は十分になされている

○

―

○

合計

―

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

時間外勤務手当

活
動
・
結
果
指

件

コ ス ト

単位当たりコスト②

計画値

実績値

件

人必要人員

00合計 合計

人

49,75651,540

25年度

千円

指　標　名　等

97.28%

備 考
（指標の計算方法、算式等）

千円

17,457,000

－

－

3,260.00

－

3,550.00

24,874,000

7,630.06

本庁へ送付する事務の受付
件数

単位当たりコスト①

3,351.00

今後の計画値
（計画年度）

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

919.00

24年度

8,022.00

13,681,000

235.00

コ ス ト

9,050.008,670.00

23年度

6.20

単位 計画値

1,866.44

91.37% －

7,330.00

7,193.97

千円

支所で完結させる各種届出
受付件数、証明等の発行数

－

実績値

－

－

12.00

4,200.00

2,176.14

24,107,000

12.00

専門性をもった人材を活用できている

－

5.20

41,38443,115 ップと職員同志の協力体制が必要である。

　各種証明書の発行事務について、個人情報の保護の観点から
市民参画協働は不可能とされていたが、関係法令の整備が整え
ば、業務委託ができるのでは。

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）
支所管内人口　　　３９１２人
民児協委員　　　　　　２０人
定例会　　　　　　　　１１回
延出席者数　　　　　２０１人
出席率　　　　　　　　９１％

年度

実績値

25年度

計画値

実績値

指　標　名

単位 計画値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指
標

12.00

単位

－

－

－

計画値

実績値

－－

39.00

103,916.67

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値

民生委員児童委員協議会開
催件数

対　前　年　比

回

イベント等
単位 計画値

コ ス ト

計画値

1,247,000

41.00 39.00

－

－

91.67%

12.0012.00

11.00

829,000

75,363.64

－

23年度 24年度

50.00

年度

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する優先的に継続する

休止、廃止をする

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

青少年育成・身体障害者福祉協会、
交通安全運動高宮分隊・高宮町のイ
ベント協力

他事業と統合する
資源配分の方向性

目標値
（目標年度）

年度

年度
②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　各所掌事務について，職務分担を変えるなど職員全員が，窓口で
迅速に受付等事務処理ができるような体制づくりに努めた。

解決できていない課題

　窓口事務は，広範囲にわたるため一人で全ての分野において専門的で
知識を修得することが困難である。

支所長　藤井　静雄

改善項目

①

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値

　市民に特に密着した窓口事務を旧町同様に実施することにより市民の利便性が確保されている。これらの事務に関し
あるいはそれ以外でも、市民からの相談等を受けることは支所の機能として重要な部分であり、支所別懇談会をはじめ
各種会議等、機会あるごとに市民から当該事務の継続について強く要望されている。

③

年度
ｱｳﾄ

ｶﾑ

453 高宮支所（高宮支所窓口事務）



年 月 ～ 年 月

チェック

合併善は総合的に行われていた事務であり、お太助ワゴンなど
の新規事業はあるが、周辺地域住民にとって合併による不便は
強く感じている。
支所業務を可能な限り総合的に存続していくことは重要な課題
である。

款

国や県と重複のない事務事業である

○

○

備考欄（留意事項）
0826

（45）4111

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

会計名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
児玉竹丸

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性 市以外が実施主体になりえない事務事業である

甲田支所担当部課

作成者氏名

454

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

甲田支所窓口事務

3 平成

対　　　象
（誰のために）

　安芸高田市内の市民　とりわけ甲田支所管内に居住の市民

一般会計

○

○

×

○

―

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 事務対応の利便性の構築

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

住民人口は微減の状況であるが、事務の受付件数の減がそのま
まイクオールに事務量の減にはつながらない部分もある。
法令等に規定され、住民の利害にも影響する事務であり住民対
応である。職員の減もあり厳しい事務環境であるが、来庁者が

行政事務の効率性の向上は現在至上命題となっているが、人員
削減はすでに限界に達しており、これ以上の削減は、一つ一つ
事務を取りやめる他なく、現状を守ることが必要である。

○

単位あたりコストを削減することはできない

51,974

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

効
率
性

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

51,974合計 58,86958,869 一般財源等 0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

一般財源等合計

23年度 24年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

　市民生活に特に密着した各種届出受付、各種証明の発行、各種経由事務の受付、その他相談業務等を行うことにより、市
民の利便性が低下することのないようサービスの維持向上に努める。

①各種届出の受付　　②各種証明の申請受付及び発行　　③各種経由事務の受付　　④公金収納　　⑤各種相談業務　　⑥
民児協事務　　⑦公衆衛生業務　　⑧地域振興支援業務

財源（千円）

 直接事業費

○

―

―

―

―

―

○

○

○

合計

―

0

コスト（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費 受益者負担

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

○

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費

国県補助金等国県補助金等

58,869 51,974

財源（千円）

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

応である。職員の減もあり厳しい事務環境であるが、来庁者が
気持ちよくまた安心して用件を済ますことができるよう応対し
た。

受付事務については個人情報であり市民参画は困難である。
地域振興や公衆衛生、環境保全、青少年育成などは市民と協働
で進めている。

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

51,974

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

6.20

51,974

支所管内人口　　　　5,331人

－

－

17,604,000

3,642.464,535.62

4,833.00

－

680.00

合計

人

指　標　名　等

58,869

必要人員

58,869

時間外勤務手当 千円

23年度

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

24年度

15,832.00

17,604,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

21,588,527

12,227.00

－

147.12%

－

1,439.76

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市民への情報提供を行っている

77.23% －

1,363.60

計画値

－

14,899,520

コ ス ト

本庁へ送付する事務の受付
件数 実績値

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

7.50

合計

725.00

○

○

―

―

○

○

○

合計

―

0

総合窓口課関係受付　5,167件
税務課関係受付　　　1,230件
保健医療課等受付　　　263件
公金収納　　　　　　5,567件

　（合計件数）　 　12,227件

目標年度に目標を達成できそうである

市
民
参
画

有
効
性

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

3,285.00

総合窓口課関係受付　　560件
税務課関係受付　　　　296件
社会福祉課関係受付　　250件
高齢者福祉課関係受付　267件
保健医療課等関係受付1,126件
上下水道課関係受付　　626件
地域営農課関係受付　1,708件
　（合計件数）　　　4,833件

支所で完結させる各種届出
受付件数、証明等の発行件
数

計画値 事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

職員数が縮小される中、サービスが低下しないよう、担当業務はも
ちろん、他の業務にも対応できるよう学習と連携に努めた。
来庁者が不安なく気持ちよく用件が達成できるよう、あいさつやは
きはきした対応に努めた。また電話はワンコールで出るよう努力し
実践した。

解決できていない課題

受付の環境やスタイルによりプライバシーの保護に問題がある。声を小
さくするなどの対応はとっているが、不満の声もある。

甲田支所長代理　児玉竹丸
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

不法投棄監視パトロール　　 5回
重点個所清掃　　　　　　　 2回
空缶回収12回　古紙ペット各6回

支所管内人口　　　　5,331人
民児協委員　　　　　　  21人
定例会　　　　　　　　  12回
延出席者　　　　　　　252人
出席率　　　　　　　　100％

目標値
（目標年度）

年度

年度

－

23.00

99,833.33

12.00

23年度 24年度

12.00

1,257,000

23.00

104,750.00

100.00% －

－

－

指
標

公衆衛生活動件数
単位

単位

－件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

民生・児童委員地区協議開
催件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

実績値

25年度

1,198,000

指　標　名

－

－

－

単位 計画値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

年度

③

実績値

指標化できない成果
市民に特に密着した窓口事務を旧町同様に実施することにより、市民の利便性が確保されている。また、
これらの事務に関し、市民からの相談等受けることは支所の機能として重要な部分であり、機会あるごと
に市民から当該事務の継続について強く要望されているものである。

－
ｱｳﾄ

ｶﾑ

454 甲田支所（甲田支所窓口事務）



年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

款

国や県と重複のない事務事業である

チェック

・住民基本台帳及び市税等の事務については、市が実施すべく
法令で定まっている。また各種申請受付事務においても、市が
提供すべきサービスによるものであり市が関与すべきである。
・窓口業務で諸証明の受け渡しは、委託の可能性がある。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
吉　川　　隆

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）3111

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

向原支所担当部課

作成者氏名

455

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市内の住民
とりわけ、支所管内（旧向原町内）に居住の市民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

向原支所窓口事務

3

○

○

○

×

―

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 事務対応の利便性の構築

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

・コストは、すなわち人件費ということであり、窓口事務にあ
たる支所の人数を少なくすれば、それだけ経費の削減につなが
る。しかし、それを行おうとする場合は、支所の人数の減少に
伴って、支所で行う事務も減少させていくことが必要になる。
・旧町以来続けている外郭団体の事務局業務の関与を減らすこ
とができれば、人件費の減少に繋がる可能性がある。
・防災無線放送の案内を、緊急時のものに限定するなど、業務
を効率的に行う余地はある。（ 平成２５年度よりお助けフォン
の設置により事務軽減される予定）

56,183

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

58,566一般財源等合計 57,90960,547 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―

2,638

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

市民生活に特に密着した届出受付、各種証明の発行、各種経由事務の受付、その他相談業務を行うことにより、合併により
市民の利便性が低下することのないようサービスの維持に努める。

①各種届出の受付　②各種証明の申請受付及び発行　③各種経由事務の受付　④公金収納　⑤民生児童委員協議会事務
⑥公衆衛生事務　⑦青少年育成事務　⑧人権対策事務　⑨税務申告受付事務　⑩防災無線放送
⑪地域振興会協議会事務　⑫交通安全運動推進隊事務　など

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費 2,383

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

―

―

○

合計

○

○

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

60,547 58,566

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 支所の窓口事務の中心をなす各種証明書等の発行事務について
は、個人情報の保護の観点から市民参画、協同は不可能であ
る｡
しかし、公衆衛生関係業務等支所において行っている事務の一
部については、諸行事を実施する際に市民の参加を呼びかける
など、情報提供を行うとともに積極的にかかわってもらってお
り、その面では市民参画の機会はあたえられている。

―－

7.00

56,18358,566

12 支所管内人口　　　４，１１１人12

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

5,293

967

合計

人

指　標　名　等

57,909

必要人員

60,547

108.86%

－

本庁へ送付する事務の受付
件数

支所で完結させる各種届出
受付件数、証明書の発行数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

11,100

合計

704

24年度

13,316

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

83.36% －

計画値

－

人

千円

4,862

7.20

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

総合窓口課関係受付　　　　　４９５件
市民生活課関係受付　　　　　１０４件
税務課関係受付　　　　　１，４９５件
保健医療課関係受付　　　１，０１７件
高齢者福祉課関係受付　　　　３０４件
社会福祉課関係受付　　　　　５０１件
その他課関係受付　　　　１，３７７件

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

総合窓口課関係受付　　　５，２１７件
市民生活課関係受付　　　　　６６３件
税務課関係受付　　　　　１，３７７件
保健医療課関係受付　　　　　１３２件
高齢者福祉課関係受付　　　　　４７件
社会福祉課関係受付　　　　　　　０件
その他課関係受付　　　　　　３０３件
公金収入関係　　　　　　３，３６１件

目標年度に目標を達成できそうである

○

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

出　口　秀　章

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・各事業について、担当者のみが対応するのではなく、複数の職員
　が窓口で受付ができるように体制を作ってきた。

解決できていない課題

・複数の職員が窓口で受付ができるように体制を作ってきたが、専門性
が必要な受付・相談業務については、担当者が不在の場合、事務に支障
をきたすことがある。
・支所として、業務多忙の中、これ以上の人員削減があれば、業として
成立せず、住民の不安も拡大するだけである。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

100.00%

12

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

防災無線放送　　　１，８９４件

支所管内人口　　　４，１１１人
民児協委員　　　　　　　１６人
定例会　　　　　　　　　１２回
研修会　　　　　　　　　１０回
延べ出席者数　　　　　３３１人
出席率　　　　　　　　　９４％

目標値
（目標年度）

1,772

12

23年度 24年度

12

12

1,894

－－

計画値

コ ス ト

計画値

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

民生児童委員協議会開催件
数

対　前　年　比

回

－

計画値

実績値 －

－

指
標

防災無線放送
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

市民に特に密着した窓口事務を旧町同様に実施することにより、市民の利便性が確保されており、支所別
懇談会、地域振興会等、機会あるごとに市民から当該事務の継続について強く要望されている。

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

455 向原支所（向原支所窓口事務）



月 ～ 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

17

施　 策 公共事業の公正確保
3

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

入札・契約監理事業

4

土木総務費

土木総務管理に関する経費

対　　　象
（誰のために）

建設工事、測量・建設コンサルタント、物品等の業者

一般会計

417

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

土木管理費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1201

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

入札工事検査管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
小野　直樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

入札・契約制度は国。県、他市町を参考に適時に改正し、適正
化に努めている。

款 8

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

16,069 15,913

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

2,107

○

合計

―

○

○

―

○

○

○

2,107

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,322

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

入札・契約の透明性を確保し公正な競争を促進しながら、技術と経営に優れた企業の育成を図る。

・入札参加資格申請の受付、審査、資格認定
・入札の執行
・入札契約制度業者説明会の開催

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,397

2,107一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 18,39118,391 一般財源等 17,310

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

17,310

入札制度の改正や電子入札の導入により、透明性の確保や公正
な競争を促進している。

入札・契約システムの導入により、平成２１年度から職員1名
を減らし事務効率の向上や経費を削減した。現状からの更なる
人員の削減を行うと入札事務そのものが行えなくなる。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

―

2,107

２１：建 174  測 37  物 67
２２：建 217  測 43  物 68
２３：建 116  測 45  物 43
２４：建 122  測 35  物 59

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

%

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

2,107

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

電子入札の導入により、透明性の
確保や公正な競争を促進する。

年度

人

千円

88.70

1.90

単位当たりコスト①

105.88% －

85.00

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

208.00

24年度

204.00

－

90.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

216.00

建設工事落札率
90.00

入札件数

－

実績値

計画値

106.20%

－

347.00

合計

人

指　標　名　等

18,391

必要人員

18,391

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

94.20

90.00

250.00

85.00 85.00 電子入札の導入により、透明性の

17,310

250.00

－

1.90

17,310

入札・契約の情報に関する規則に基づく公表を行っている。

○

250.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

計画値

実績値
入札・契約1件当りコスト

指
標

単位

単位

－

－

70,000.00

計画値

実績値

－

85.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

測量・建設コンサルタント
落札率

対　前　年　比

%

計画値

コ ス ト

計画値

－

90,151.96

70,000.00 70,000.00

－

62.50

23年度 24年度

85.00

51.50

82.40%

85.00

-

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

電子入札の導入により、透明性の
確保や公正な競争を促進する。

目標値
（目標年度）

年度

コスト÷入札件数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

業者説明会等で引き続き、システムの利用促進を喚起
する

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

-

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成17年度に電子入札等システムを導入した。
・平成18年度に入札・契約システムを導入した。
・電子入札実施状況
　　Ｈ18 コンサル1件　　　　　　　　Ｈ22 コンサル42件、工事216件
　　Ｈ19 コンサル32件、工事71件　　H23 コンサル45件、工事116件
　　Ｈ20 コンサル31件、工事120件　Ｈ24 コンサル35件、工事122件
　　Ｈ21 コンサル37件、工事174件

解決できていない課題

・市内建設業者のうち、電子入札システムの利用者登録がされていない
業者があり、登録促進のための説明を行ったが未だ登録をされていない
業者がある。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

賀志古　恵

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
参考として入札1件当たりのコストとして記載しているが、入札事務には業者の登録認定に始まり業者選
定、又は制度要綱の改正・整理及び説明会等の周知に至るまで多岐にわたる。また、当該年度における入
札の執行件数についても大きく左右される。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

417 建設部 管理課（入札・契約監理事業）



～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

施　 策 公共事業の公正確保
3中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

工事検査事業

土木総務費

土木総務管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

建設工事施工業者

一般会計

418

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

土木管理費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）1201

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

入札工事検査管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
小野　直樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

工事の監督及び検査に関する規定・基準を作成し、工事成績の
評定を適正に行っている。　また、検査事務は工事が行われれ
ば必ず必要な事務であり、他市の検査内容に比しても十分な内
容となっている。

款 8

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

12,686 12,982

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

289

○

合計

○

―

―

―

○

○

―

289

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 287

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

適正な施工及び品質の確保を図る

・中間検査(1,000万円以上)、完成検査(250万円以上)
・検査結果通知
・建設業者説明会

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等259

289一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 12,97312,973 一般財源等 13,241

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

13,241

工事成績数値を入札参加資格認定の格付けの算定に加算してい
る。また、優良工事施工業者には入札参加資格に特例措置を定
めている。

平成18年度に入札・契約システムを導入したことにより、検
査の事務効率を図り検査データの管理等有効に行えている。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

―

289

２２：1千万円以上  56件
　　　1千万円未満 105件
２３：1千万円以上  61件
　　　1千万円未満  79件
２４：1千万円以上  53件
　　　1千万円未満  50件

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

289

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

1.50

単位当たりコスト①

73.57% －

計画値

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

―

合計

169.00

24年度

140.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

103.00
検査件数

－

実績値

計画値

－

274.00

合計

人

指　標　名　等

12,973

必要人員

12,973

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

130.00

13,241

100.00

－

1.50

13,241

工事検査事務については、直接市民参画となるようなものでは
ないが、情報提供としては工事の監督及び検査に関する基準の
公表を行っている。

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

点

単位

計画値

実績値
工事成績平均点

指
標

単位

単位

－

－

76.00

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

75.44 75.53

75.00 75.00

－

23年度 24年度

―

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

当該年度工事成績評点の平均点。

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

業者説明会の内容の充実、指導監督を行う市の監督員
の資質の向上のための研修会。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

―

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

毎年度建設業者説明会を開催し、適正な施工、技術力・品質の向上
を図るため、検査時における指摘注意事項及び指導事項について説
明を行っている。また、市の監督員においては監督員会議の開催、
土木協会研修会を開催し資質の向上に努めている。

解決できていない課題

・請負業者及び配置技術者により、一定のレベルにはあるものの評点に
差異があり、更なる資質の向上が必要。
・補正予算等により年度後半に事業が多数発注されることに伴い、年度
末に工事検査が集中し検査日程の確保が困難になる。

――

改善項目

市の監督員の工程に関する意識の向上、及び業者指導
監督の強化。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

賀志古　恵

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

監督の強化。
ｱｳﾄ

ｶﾑ

418 建設部 管理課（工事検査事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 事務事業の見直し
2中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

×

○

×

○

×

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

土地開発公社支援事業

3

土木総務費

土木総務費

対　　　象
（誰のために）

土地開発公社

一般会計

446

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

土木管理費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1201

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

土木総務管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
河野　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・先行取得した用地については、市との協議の中で平成２１年
度～２４年度において市に処分をする。

・住宅団地造成事業について、造成を完成した。２４年度にお
いて市に処分をする。

款 8

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,537 3,350

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

―

○

合計

―

×

―

―

×

×

―

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

―

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費 14,383

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

公有地の拡大法に基づき先行取得した土地について土地の処分を進める

保有土地の処分を進めるため関係各機関と協議する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等53,000

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 2,5372,537 一般財源等 56,350

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

41,967

・住宅団地分譲にあたっては、土地を安芸高田市へ売却する。

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

―

0

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

0.30

単位当たりコスト①

－

計画値

－

有
効
性

×

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

―

合計

44.00

24年度

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

－

実績値

計画値

－

55.00

合計

人

指　標　名　等

2,537

必要人員

2,537

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

56,350

－

0.40

41,967

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

3.00 －
理事会開催回数

単位 計画値 2.00

回 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
処分率

指
標

処分済面積
単位

単位

308.28 6,228.00

2.00

3.00

－

－

計画値

実績値

－㎡ 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

9.58 100.00

9.58 100.00

－

308.28

23年度 24年度

6,228.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

Ｈ24期首保有面積6,226㎡
Ｈ24期末保有面積0㎡

目標値
（目標年度）

年度

処分面積／Ｈ22期首保有面積

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

賀志古　恵

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

446 建設部 管理課（土地開発公社支援事業)



月 ～ 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
大川美嗣

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（52）2112

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市道道路維持費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費

八千代支所担当部課

作成者氏名

506

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

道路維持費

道路維持に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

八千代支所すぐやる係事業

4

○

―

○

○

×

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

23

施　 策 市民要望の迅速な対応
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

57,535

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

57,535一般財源等合計 58,92368,262 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

市民生活に直結した、道路、水路等の施設について、修繕、補修などの要望を調整し適切な維持管理をおこなう

・道路、河川、橋梁の維持管理及び補修　　　　　・農業用施設等の単独市費補助　・農林、公共土木災害復旧の現地調査
・有害鳥獣対策（防護柵、狩猟関係団体）の調整　・死亡鳥獣の回収及び処理　　　・不法投棄ごみの回収及び処理
・交通安全施設の要望受付及び工事の執行　　　　・防犯灯の維持管理　　　　　　・公園の維持管理
・簸川かん排施設の維持管理に係る地元調整　　　・いこいの森キャンプ場使用申込み及び管理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等35,006

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 44,933

人件費

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

―

○

○

○

×

×

○

合計

○

○

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

23,329

9,339

22,529

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×－

2.70

57,53557,535

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

159.00

合計

人

指　標　名　等

58,923

必要人員

68,262

－

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

合計

211.00

24年度

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

－

計画値

－

人

千円

2.80

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

目標年度に目標を達成できそうである

○

×

○

合計

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

叶　丸　一　雅

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

506 八千代支所（八千代支所すぐやる係事業）



年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
池本　俊則

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（54）0312

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市道道路維持費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費

美土里支所担当部課

作成者氏名

507

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

道路維持費

道路維持に要する経費

対　　　象
（誰のために）

・市民
・他市町から市内への通勤者や観光客等の来客者
・他市町から市内の道路通過者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

美土里支所すぐやる係事業

3

○

―

○

○

×

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 市民要望の迅速な対応
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

81,380

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

81,380一般財源等合計 42,84747,453 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

・市民生活に直結した、道路、水路等の施設について、修繕、補修・災害復旧などの要望を調整し適切な維持管理を行う。
・市の基幹産業である農業の振興、農作物被害の防止等の調整、農地等の災害復旧を行う。
・市民が安心して暮らせる交通事故防止等の交通安全施策、防犯対策を行う。
・市民の生活環境保全対策を行う。

・道路、河川、橋梁の維持管理及び補修　　・農林、公共土木災害復旧の現地調査　　・農業用施設等の単独市費補助
・有害鳥獣対策（防護柵、狩猟関係団体）の調整　　　・死亡鳥獣の回収及び処理　　・不法投棄ごみの回収及び処理
・交通安全施設の要望受付及び工事の執行　　　　　　・防犯灯の維持管理　　　　　・公園の維持管理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等60,660

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 24,238

人件費

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

―

○

○

○

×

×

○

合計

○

○

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

23,215

4,606

20,720

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×－

2.50

81,38081,380

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

45.00

合計

人

指　標　名　等

42,847

必要人員

47,453

－

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

合計

55.00

24年度

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

－

計画値

－

人

千円

2.80

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

目標年度に目標を達成できそうである

○

×

○

合計

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

　美土里支所長　高本　修

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

507 美土里支所（美土里支所すぐやる係事業）



月 ～ 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

21

施　 策 市民要望の迅速な対応
1

28 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

―

○

○

×

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

高宮支所すぐやる係事業

4

道路維持費

道路維持に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市民

一般会計

508

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費

高宮支所担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（57）0312

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市道道路維持費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
係長　今　屋　　茂

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

23,195

4,606

23,216

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

合計

○

○

○

○

×

×

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

―

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 67,550

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

市民生活に直結した、道路、水路等の施設について、修繕、補修などの要望を調整し適切な維持管理をおこなう。

・道路、河川、橋梁の維持管理及び補修　　　　　　　　　　　　　・農業用施設等単独市費補助
・農林、公共土木災害復旧の現地調査　　　　　　　　　　　　　　・有害鳥獣対策(防護柵、狩猟関係団体)の調整
・死亡鳥獣の回収及び処理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・不法投棄ごみの回収及び処理・防犯灯の維持管理
・交通安全施設の要望受付及び工事の執行　　　　　　　　　　　　・公園の維持管理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等57,498

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 86,13990,745 一般財源等 80,714

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

80,714

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

×

○

合計

×

○

0

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

2.80

単位当たりコスト①

－

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

71.00

24年度

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

－

実績値

計画値

－

26.00

合計

人

指　標　名　等

86,139

必要人員

90,745

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

80,714

－

2.80

80,714

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

支所長　藤井　静雄

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

508 高宮支所（高宮支所すぐやる係事業）



月 ～ 月

チェック

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）
0826

（45）4111

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市道道路維持費

会計名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
支所長補佐　多川　輝昭

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性 市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費

甲田支所担当部課

作成者氏名

509

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

甲田支所すぐやる係事業

4

道路維持費

道路維持に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市民

一般会計

○

―

○

○

×

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

21

施　 策 市民要望の迅速な対応
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

―

単位あたりコストを削減することはできない

58,936

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

効
率
性

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

58,936合計 32,28639,058 一般財源等 0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

一般財源等合計

23年度 24年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

市民生活に直結した、道路、水路等の施設について、修繕、補修などの要望を調整し適切な維持管理をおこなう。

・道路、河川、橋梁の維持管理及び補修　　　　　　　　　　　　　・農業用施設等単独市費補助
・農林、公共土木災害復旧の現地調査　　　　　　　　　　　　　　・有害鳥獣対策(防護柵、狩猟関係団体)の調整
・死亡鳥獣の回収及び処理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・不法投棄ごみの回収及び処理・防犯灯の維持管理
・交通安全施設の要望受付及び工事の執行　　　　　　　　　　　　・公園の維持管理

財源（千円）

 直接事業費

○

○

○

×

×

○

―

―

○

合計

○

0

コスト（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費 受益者負担

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

○

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 15,723

人件費

国県補助金等国県補助金等

23,335

6,772

23,399

35,537

財源（千円）

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

58,936

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

2.80

58,936

－

－

－

165.00

合計

人

指　標　名　等

32,286

必要人員

39,058

時間外勤務手当 千円

23年度

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

24年度

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

－

－ 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市民への情報提供を行っている

－

計画値

－

コ ス ト

実績値

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

2.80

合計

254.00

○

―

―

―

―

×

○

合計

×

0

目標年度に目標を達成できそうである

市
民
参
画

有
効
性

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

計画値 事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

支所長代理　児玉　竹丸
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

年度

－

23年度 24年度

－

－

－

指
標

単位

単位

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

実績値

25年度指　標　名

－

－

－

単位 計画値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

年度

③

実績値

指標化できない成果

－
ｱｳﾄ

ｶﾑ

509 甲田支所（甲田支所すぐやる係事業）



年 月 ～ 年 月

目
主要施策

25 3 1

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 21

×

○

○

○

―

○

大事業

○

4 平成

施　 策 市民要望の迅速な対応

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

向原支所すぐやる係事業

対　　　象
（誰のために）

市民

510

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市道道路維持費

一般会計

道路維持費

道路維持に要する経費

1

担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
支所長補佐　小松　禎己

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

土木費

道路橋梁費

向原支所 0826
（46）3111

1

○

○

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

市民生活に直結した、道路、水路等の施設について、修繕、補修などの要望を調整し適切な維持管理をおこなう

・道路、河川、橋梁の維持管理及び補修　・農業用施設等の単独市費補助　　　　　　　　　・公園の維持管理
・農林、公共土木災害復旧の現地調査　　・有害鳥獣対策（防護柵、狩猟関係団体）の調整
・死亡鳥獣の回収及び処理　　　　　　　・不法投棄ごみの回収及び処理
・防犯灯の維持管理　　　　　　　　　　・交通安全施設の要望受付及び工事の執行

事務事業の効果を適正に把握している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた合計

○

○

○

―

×

×

○

○

33,304

財源（千円）

○

○

○

直接事業費

財源（千円）

人件費人件費 受益者負担18,357

国県補助金等 直接事業費

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

国県補助金等

コスト（千円）

23年度 24年度

直接事業費 37,267

人件費 受益者負担受益者負担23,345

4,556

内　　　容

国県補助金等

財源（千円） コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

0一般財源等0

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

―一般財源等合計合計 56,05660,612 一般財源等

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

51,661

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

51,661

―

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市
民
参
画

目標年度に目標を達成できそうである

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

千円千円

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

○

目的が達成できるような事務事業の内容である

成果指標について当初設定した計画値が達成できた合計

×

人

×

○

有
効
性

職員の能力開発のための対策は十分になされている

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

00

年度

人2.80

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

－

－

－

コ ス ト

計画値

今後の計画値
（計画年度）

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

172.00

24年度

－

実績値

計画値

実績値

単位当たりコスト①

千円175.00

合計

人

指　標　名　等

56,056

必要人員

60,612

時間外勤務手当

活
動
・
結
果
指

－

－

－

2.20

51,66151,661

23年度

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

年度

休止、廃止をする

実績値

25年度

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値
指
標

－

－

－

－

23年度 24年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する優先的に継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する
支所長　岡崎　賢志

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

510 向原支所（向原支所すぐやる係事業)



～ ―

―

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

債権者に対する支払事務の妥当性は議論の余地がない。
ただしサービス水準の向上は必要不可欠である。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
聖川　学

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5620

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

会計管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

会計課担当部課

作成者氏名

415

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

会計管理費

会計一般管理費

対　　　象
（誰のために）

債権者、納付（入）義務者、指定金融機関、収納代理金融機関、担当課

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

出納事業

○

○

○

○

―

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

施　 策 適正な出納審査
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

振込相違件数の削減が指定金融機関等への負担の軽減や、債権
者への支払遅延防止につながる。そのためには職員の意識改革
と研修が必要であり、また債権者から如何に正確な口座情報を
取得するかが重要である。相手方が不特定多数であることか

指定金融機関の事務処理の効率化、業務の効率化を図るため、
振込事務の正確性向上は必要である。同一債権者の支払をまと
めて１命令書にすることで件数の削減は見込めるが、後日内容
照会等で問い合わせがあった際に、確認に時間を必要とする場
合がある。
債権者登録の完全実施と登録内容の正確性向上により、FDで
の定例支払日の振込を優先させることで手処理による事務量の
削減を図ることが可能となる。ただし出納事務においてコスト
を追求しようとすると、どこかで相反する問題点が生ずるた
め、慎重な検討が求められる。
正確性の向上のために基本的事務処理手順を共有するための事
務処理マニュアルの作成が必要である。

22,270

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

22,270一般財源等合計 24,45224,452 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

効率的で正確な出納事務を行う

①現金の出納及び保管に関すること　　　　　　　　　　　②金券及び有価証券の出納及び保管に関すること
③歳入歳出の調整に関すること（日計・月計・決算）　　　④収入・支出の証拠書類の整理及び保管に関すること
⑤その他

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,429

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,100

人件費

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

―

―

―

―

○

○

合計

―

○

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

22,352 19,841

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 当該事業には市民参画の視点はあてはまらない。

○

63,000.00

取得するかが重要である。相手方が不特定多数であることか
ら、年々増加するようであれば早期目標達成とはならない可能
性もある。

－

2.70

22,27022,270

63,000.00

200.00 H２４総支払件数66,427件200.00

800.00

63,000.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

2,227,000

35,349.2124,698.99

63.00

9.00

合計

人

指　標　名　等

24,452

必要人員

24,452

63.64%

－

75.98

ＦＤ以外（緊急払分）振込
件数

800.00

ＦＤ振込件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 4,890,400

58,623.00

2,445,200

合計

3.00

24年度

53,519.00

4,454,000

－

800.00

有
効
性

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

109.54% －

91.38

200.00200.00

計画値

－

人

千円

H2699.00

2.70

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

800.00 H２４総支払件数　66,427件
上記コストの10％
※FD以外の（緊急払分）振込と
は専用振込用紙により指定金融機
関に支払いを依頼するもの。

年度

63,000.00

H26実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

H２４総支払件数　66,427件
上記コストの２０％
※FD振込とは電子データにより
指定金融機関に支払いを依頼する
もの。

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

森川　薫

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・口座振替及びＦＤ化の推進―正確性の向上
・請求書への振込口座等の明記
・債権者登録の徹底及び登録内容の定期的チェック
・職員への周知・指導
・新規採用職員に対する研修

解決できていない課題

・債権者サイドの間違い
・債権者死亡や口座解約等による振込不能
・事務処理マニュアルの作成
・職員のチェック体制の確立H26

H26 年度

H26 年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

（FD振込件数/総支払件数）×
100

92.00

－

H26 年度－

2,200.00

6,000.00

118.95%

200.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H２４総支払件数　66,427件

H２４総支払件数　66,427件

H２４総支払件数66,427件
上記コストの2％

目標値
（目標年度）

6,417.00

3,196.34

153.00

23年度 24年度

200.00

182.00

445,400

6,842.00

2,447.25

6,000.00

－

87.86 88.25

92.00 92.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
振込相違件数

対　前　年　比

件

－

200.00200.00

計画値

実績値

99.7099.70

99.71 99.69

99.70

2,489.00

2,200.00 2,200.00

－

－

99.70

92.00

100－｛（振込相違件数/（FD振込
件数＋FD以外の振込件数））×
100｝

6,000.00

489,040

6,000.00

指
標

納付書払件数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
振込適正化率

計画値

実績値
ＦＤ化率

指　標　名

2,639.00 －
内電話・電気納付書払件数

単位 計画値 2,200.00

件 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 99.71 99.69

・FDによる定期支払日の数を少なくした場合の総振込件数の減少
・新規事業及び委嘱事務等による出納事業の増加

－ 100｝％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

415 会計課（出納事業）



～

総務管理費

会計管理費

―

―

備考欄（留意事項）

・会計事務の効率化のため支出命令書等の減量化を行ってお
り、審査の件数の減少により短縮することができる。一件一件
の審査を確実なものにできる。
・各課の予算執行担当職員も含め会計事務に関する能力向上を
図り、支出命令書等の修正件数を減少し、正確な事務の執行に
務める必要がある。

○

2

国や県と重複のない事務事業である

1 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1

0826
チェック電話

聖川　学

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

一般会計

款

会計名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

各課の予算執行担当者及び債権者

施　 策 適正な出納審査

項

作成者氏名

会計管理費

（42）5620

1

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

会計一般管理費

中事業

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 416

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

対　　　象
（誰のために）

主要施策

審査事業
会計課担当部課

○

○

○

○

○

主な
関連

予算・
事業名

目

―

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

大事業
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

○

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

一般財源等

受益者負担

0一般財源等

国県補助金等

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない
効
率
性

地方公共団体の事務を管理し執行するために必要な経費にあたっては、支出項目や内容・債権者が適正であるか、振込先が
正しいか等を審査することによって予算執行の適正化を図る。また、収入にあたっては、歳入金を歳計現金として扱ってよ
いものかどうか、費目・金額等に誤りはないかを審査することによって、適正な歳入が行われるようにする。

・支出負担行為、支出命令書、調定書、精算書、戻入命令書等の正確な審査
・職員への出納事務適正化のための指導
・物品管理
・その他の庶務

財源（千円）

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

・職員の出納事務に関する統一認識により、帳票枚数や返却す
る帳票の枚数が減少する可能性がある。

・会計事務は組織的に処理するものであり、審査に要する時間
や審査の精度は職員の数と経験年数に大きく左右される。
・事務処理の合理的なシステム化と職員の専門化により、常に
効率的な会計事務に努める必要がある。
・審査の量を減少し、正確性をより高める必要があるためコス
トに反映させることは困難である。

18,323合計 19,07519,075 一般財源等 合計

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

18,323

24年度

コスト（千円）

国県補助金等

受益者負担19,040 受益者負担人件費

コスト

人件費

○

○

18,188

○

×

○

○

人件費

直接事業費

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた合計

○

コスト（千円）

―

0

○

25年度

財源（千円）

―

○

事務事業の効果を適正に把握している

受益者負担を検証している

内　　　容

国県補助金等135直接事業費 35  直接事業費

コスト（千円） 財源（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

23年度

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

×

0

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

18,323

3,100.00

・調定書等の件数10,000.00

195.74

10,000.00 10,000.00

－

7.00

合計

人

指　標　名　等

19,075

必要人員

19,075

時間外勤務手当 千円

計画値

計画値単位

対　前　年　比 99.05%

支出命令書等の審査数

コ ス ト 820,225

支出負担行為書の審査数

23年度
事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

3,100.00

－

25年度

H26

･支出負担行為の件数
･当活動は事務事業全体の事務量
の4.3％相当である。

3,100.00

－

44,000.0045,000.00

3,763.00 職員の能力開発のための対策は十分になされている年度

－

H2650,381.00

－

100.06%

－

－

50,413.00

45,000.00

－

10,858

0.22

実績値

10,000.00

9,861,775

件

0.24

2.30

千円

2.30

単位当たりコスト①

3.00

24年度

3,799.00

215.91

903

合計 18,323

件

人2.30

千円

44,000.00

年度
活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

単位 3,100.00

○

×

有
効
性

○

―

―

･支出負担行為書兼支出命令書を
含む支出命令の件数
･当活動は事務事業全体の事務量
の51.7％相当である。

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

合計

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

―

人

0

市民への情報提供を行っている

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

市
民
参
画

備 考
（指標の計算方法、算式等）

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

森川　薫

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

休止、廃止をする

H26

・同一予算費目、同一支払内容の複数の支払等について、請求書の
集約や集合伝票の使用の推進
・電気・電話料金について予算費目ごとの集約による請求書の削減
・財務会計システムを効率的に利用するための債権者コードの整理
・「債権者登録及び財務伝票作成時の注意事項」等による職員への
周知・指導
・各課の財務リーダーを対象とした財務会計事務研修の実施

解決できていない課題

・会計事務に関する個々の職員の事務処理能力の違い
・会計事務処理上のルールの更なる改善
・施策の推進状況による支出命令書等の変動

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

H26 年度

H26 年度

H26

－

継続する

他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する優先的に継続する

2.65

－

H26 年度－

57,000.00

460.00

57,000.00

－

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成23年度以降の目標値として
は、前年度計画値の5％減とした。

平成23年度以降の目標値として
は、前年度計画値の5％減とした。

・調定書等の件数
･当活動は事務事業全体の事務量
の13.3％相当である。

目標値
（目標年度）

10,000.00

年度

1件あたりの審査時間＝支出命令
総審査時間/支出命令総審査件数

10,000.00

12,573.00

10,000.00

2.53 2.48

57,000.00

460.00

11,920.00

23年度 24年度

2,793

1,394.00

0.22

105.48%

25年度

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
調定書等の審査数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

2.65

－

1,737.00

計画値

実績値

0.650.65

2.62 2.09

10,000.00

2.65

66,749.00

返却件数/歳入歳出帳票数

212.83

460.00

2,536,975

460.00

－

－

0.65

2.65

単位

0.65

66,100.00

57,000.00

支出命令書1件あたりの審
査時間

指
標

計画値

実績値

－
総審査数

単位 計画値

　
　
成
果
指
標

単位
歳入歳出帳票等の返却数

歳入歳出帳票等の返却率

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

単位

件

単位

件

件 実績値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 2.62 2.09 －

指標化できない成果
審査においては、経験年数は重要。経験年数２年・２名、４年1名、５年・２名

件
ｱｳﾄ

ｶﾑ

416 会計課（審査事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 その他(教育委員会管理運営事業）
1

28 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

―

○

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

教育委員会関係経費

3 平成

教育委員会費

教育委員会の運営に要する経費

対　　　象
（誰のために）

・市の教育行政にかかる重要事項・方針の決定
・市教育委員会委員および教育委員会

一般会計

459

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）0049

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

教育委員会費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
上杉浩二

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

6,767

0

4,660

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

3,458

○

合計

○

○

―

―

○

○

○

3,458

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 3,381

人件費 0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（地教行法）第２条および第１３条の規定により、市教育行政の基本的な方針に
関する協議、決定の合議制機関である教育委員会会議の円滑な運営を図る。

・教育委員会会議（定例会、臨時会）の開催（議案資料の作成、会議の運営、会議録の調整など）
・教育委員が各種の研修会へ積極的に参加ができる環境づくり
・教育委員の諸活動の円滑化への庶務事務（委員報酬や旅費等の支払い）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,503 0

0

3,458一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 10,14810,148 一般財源等 8,163

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

8,165

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

×

合計

×

―

3,458

・定例会（毎月１回）
・臨時会（不定期、緊急時）

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

3,458

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

・議案の審議
・専決処分した事案の報告
・主要な事務事業の報告

年度

人

千円

81.00

0.70

単位当たりコスト①

86.67% －

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

114.00

24年度

15.00

－

90.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

13.00

審議・決定した案件数
120.00

教育委員会会議の開催回数

－

実績値

計画値

79.01%

－

147.00

合計

人

指　標　名　等

10,148

必要人員

10,148

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

64.00

70.00

15.00

5.00 5.00 ・市町村教育委員会研究協議会

8,163

14.00

－

0.55

8,165

―

14.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

％

教育委員会会議への委員の
出席率

計画値

実績値
審議・決定した案件数

指
標

単位

単位

100.00

－

－

70.00

・委員延べ出席者数÷（会議開催
回数×委員の数）

計画値

実績値

100.00

94.40 100.00

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

教育委員の研修実施・参加
回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

－

81.00 64.00

120.00 90.00

－

5.00

23年度 24年度

5.00

3.00

60.00%

5.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・市町村教育委員会研究協議会
・県市町教育委員会教育委員研修
会
・県女性教育委員グループ研修会

目標値
（目標年度）

年度

・６４案件（議案２２、報告４
２）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

佐々木　亮

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 94.40 100.00 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

459 教育委員会 教育総務課（教育委員会関係経費）



年 月 ～ 年 月 ―

―

備考欄（留意事項）

款 10

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
上杉浩二

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0049

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事務局総務管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

教育費

教育総務費

教育委員会事務局　教育総務課担当部課

作成者氏名

460

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

事務局費

教育委員会事務局の一般管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

・教育委員会事務局職員及び教育機関の職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

教育委員会事務局管理事務

4 平成

―

―

○

○

―

―

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 18

施　 策 その他(教育委員会管理運営事業）
3

28 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

17,858

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

17,858一般財源等合計 11,32911,329 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○

0

7,143一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

・教育委員会事務局の円滑な職務執行のために下記の管理業務を行う。

・教育委員会事務局全体の経営管理事項（主要事業や教育費予算の進捗管理、部内での予算査定）
・教育委員会事務局内部の人事管理
・教育委員会事務局の管理職による部内会議（定例課長会議）の開催と主要事務事業の部内での進捗管理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等9,384

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 6,254

人件費

○

7,143

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

―

―

○

―

―

―

―

合計

○

―

○

7,143 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,075

0

8,474

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

63.00

－

1.00

17,85817,858

63.00 63.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

398.00

110.00

合計

人

指　標　名　等

11,329

必要人員

11,329

98.03%

－
事務局内部会議の参加者数

410.00

教育委員会事務局及び教育
機関の職員定数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

35.00

合計

208.00

24年度

35.00

－

410.00

有
効
性

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

100.00% －

計画値

－

人

千円

406.00

0.60

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

・７名で構成（教育長、教育次
長、課長２人、室長２人、経営管
理）

年度実績値

7,143

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

7,143

・条例上の定数６３人

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

佐々木　亮

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

99.02

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
事務局内部会議の出席率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

・市長事務部局から独立した行政委員会である教育委員会固有の事務を執行するための総務的
な事務

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

460 教育委員会 教育総務課（教育委員会事務局管理事務）



年 月 ～ 年 月 ―

―

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

○

0826
（42）5622

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

担当部課

作成者氏名

款

備考欄（留意事項）

　地方自治法で規定されており、財務に関する事務の執行及び
経営に係る監査等を通じて、地方公共団体の行政の適法性ある
いは妥当性を確保・保証している。

○

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
野村　雅彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性 市以外が実施主体になりえない事務事業である

監査委員費

総務費

監査委員費

事務事業の概要（Plan）

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

監査委員事務局

6

2

一般会計

409

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

施　 策

監査委員費

監査委員費

2中事業

大事業
監査等の充実

主な
関連

予算・
事業名

・市民、監査委員、市職員

主要施策

Ⅴ計画の推進

昭和 18

対　　　象
（誰のために）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

監査委員運営事業

4 平成

―

○

○

○

○

28 3

3.効率的な行財政運営
項

目

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

　事前に監査計画を策定し、効率的に監査を実施している。

○

○

―

13,184

単位あたりコストを削減することはできない

○

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効
率
性

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

受益者負担を検証している

13,184一般財源等合計 一般財源等1,247 ○

1,247

1,244一般財源等合計

財源（千円）

・公正で合理的かつ能率的な市の行政運営確保のため、違法、不当の指摘にとどまらず、指導に重点を置いての監査等を実
施し、もって市の適法性、効率性、妥当性の保証を期するものとすること。

・法令、規律に基ずく監査の実施(各決算審査、例月現金出納検査、定期監査、財政援助団体等監査、行政監査等)及び、研
修会等(広島県都市監査、中国都市監査、西日本都市監査、全国都市監査)の参加。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

25年度

直接事業費

コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

1,247

1,198

コスト（千円）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト

受益者負担

○

○

―

○

直接事業費

財源（千円）

国県補助金等

人件費 受益者負担

○

○

合計

―

1,244

1,244 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

11,986人件費

23年度 24年度

人件費 受益者負担

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　監査等の成果をホームページに掲載し、公表している。

○

―

―

4.00

13,18413,184

平成23年度　市民部
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

1.00

－

－

12,906,720

1,434,080.00

1.00

時間外勤務手当 千円

23年度

0.00

合計

必要人員

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

910,895

1.00

計画値

指　標　名　等

4.00

人

千円

1,247

4.00

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

備 考
（指標の計算方法、算式等）

広島県都市監査委員会
中国都市監査委員会
西日本都市監査委員会
全国都市監査委員会

24年度

4.00

277,120

－

－69,280.00

25年度

4.00

7.00

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

130,127.86

9.007.00

8.00

128.57%

100.00% －

84,115.00

336,460

1.00

4.00

監査等の実施件数
7.00

都市監査委員会参加回数

－

実績値

計画値

単位当たりコスト②

実施件数の内訳　定期監査１件、例
月現金出納検査(毎月)１件、水道事業
会計決算審査１件、各財産区決算審
査１件、一般会計・特別会計決算審
査１件、健全化判断比率等決算審査
１件、行政監査１件、住民監査請求
１件、財政援助団体監査１件

年度H28

H28 年度

単位

対　前　年　比

コ ス ト

人

0.00

1.45 1.45

1,244合計

0.00

人

1,247

対　前　年　比

実績値

単位当たりコスト①

件

コ ス ト

8.00

1.45

活
動
・
結
果
指

単位

回

―

目標年度に目標を達成できそうである

市民への情報提供を行っている

千円

○

合計

―

1,244

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

改善項目

縮小して継続する

年度

都市監査委員会参加回数/開催都
市監査委員会回数×100

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

①

神岡　眞信

－

100.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

年度

年度

H28

23年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成23年度　市民部
平成24年度教育委員会事務局

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

24年度

1.00

1.00

－

1.00

－100.00%

1.00

100.00 100.00

100.00 100.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値
定期監査の対象部局数

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値 1.00

件 H28 年度

1.00

計画値

実績値

100.00

100.00 -

100.00

100.00

措置件数/指摘件数×100
H24指摘件数なし

単位
指
標

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
監査の指摘に対する措置率

計画値

実績値
研修会等参加率

指　標　名

単位 計画値

実績値

25年度

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 100.00 -

各都市監査委員会へ参加して見識を深め、監査機能の充実に取り組む。例月現金出納検査、決算審査、定
期監査以外の監査・検査・審査については、監査委員が必要と認めたときに実施することとしてる。

％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

409 監査委員事務局（監査委員運営事業）



年 月 ～ 年 月

○

○

―

○

―

―

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

公平委員会事務局 0826
（42）5622

担当部課

作成者氏名
チェック 備考欄（留意事項）

　地方公務員法に基づき、公平委員会が処理するものとされている

公平委員会費 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

電話
野村　雅彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

国や県と重複のない事務事業である公平委員会費

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

項

目

1

8

410

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

4

3.効率的な行財政運営

対　　　象
（誰のために）

・一般行政職員、教職員、消防職員、条件附採用期間中の職員及び臨時的任用職員(不服申立ては、条件附採用期間中の職
員及び臨時的任用職員を除く)：(勤務条件に関する措置要求・不利益処分についての不服申立て)
・一般行政職員、教職員、消防職員、条件附採用期間中の職員及び臨時的任用職員：(職員苦情相談)

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

公平審査事業

施　 策 監査等の充実
大事業 1

―

○

○

款
主な
関連

予算・
事業名

会計名

中事業

2

平成 18

公平委員会費

一般会計29 3

総務管理費

Ⅴ計画の推進

平成

主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

○

○

―

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

単位あたりコストを削減することはできない

　平成24年度、措置要求又は不服申立てがなかった。

―

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

2,652

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

2,652合計 179179 一般財源等 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―191一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・職員の利益の保護と公正な人事権の公使を保証する：(勤務条件に関する措置要求・不利益処分についての不服申立て)
・職場での勤務条件その他の人事管理に関する問題や職場環境に関する問題を解決して職務に専念できるようにする：(職
員苦情相談)

25年度

直接事業費 179

人件費

23年度 24年度

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

・措置要求、不服申立てに対する対応方法の研修会に参加(年2回)：(広島県公平委員会連合会、全国公平委員会連合会中国
支部)
・職員からの苦情相談に対して適切に対応する。苦行相談概要：(苦情相談に対し、当局への伝達、収束。関係者からの事
情聴取、照会、調査、当局の指導・あっせん、収束。)

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

2,480 人件費

コスト（千円）

172

―

―

―

○

○

○

合計

―

○事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

191

191

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

―

―

○

0.30

2,6522,652

－

・委員長選挙と委員長職務代理者2.00

合計

人

指　標　名　等

179

必要人員

179

時間外勤務手当 千円

23年度

0.00

コ ス ト

2.00

2.00

計画値 － －

#DIV/0! －

合計

0.00

24年度

0.00

－

2.00

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

57,750.00

100.00%

2.002.00

－単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

研修会参加回数
計画値 2.00

実績値

115,500

2.00

人0.30

単位当たりコスト①

0.00

措置要求及び不服申し立て
の件数

H28

今後の計画値
（計画年度）

－

－

25年度

2.00 ・全国公平委員会連合会中国支部
定期総会・研修会
・広島県公平委員会連合会定期総
会・研究会

年度

年度

2.00

実績値

0.30

191

備 考
（指標の計算方法、算式等）

活
動
・
結
果
指

単位

件

回

対　前　年　比

単位

○

―

合計

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

191

平成23年度　措置要求及び不服
の申立て件数なし。
平成24年度　措置要求及び不服
の申立て件数なし。

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

千円0.00

人

千円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

神岡　眞信

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

H28 年度

年度

H28

100.00

－

H28

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

－

－

・委員長選挙と委員長職務代理者
の指定
・安芸高田市管理職員等の範囲を
定める規則の改正

目標値
（目標年度）

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

　

収束件数/相談件数×100

23年度 24年度

－ －

－ －

25年度

－

0.00

年度

0.00

1,268,000.00

100.00%

－

0.00

2.00

2.00

2.00

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
委員会

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

2.00

2,536,000

2.002.00

計画値

実績値

1.00－

－ －

－

0.00

－ －

－

－

収束までの相談期間合計/相談件
数×100

－

苦情収束率

指
標

苦情相談件数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

月

苦情相談一件当たりの相談
期間

計画値

実績値

指　標　名

収束件数
単位 計画値 －

件 実績値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H28 年度実績値 － －

勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申立て、苦情相談の申出が行われてい
ない年度もある。

月

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

410 公平委員会事務局（公平審査事業）



年 月 ～ 年 月

3.効率的な行財政運営
項

目

28 3

○

―

―

○

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

固定資産評価審査事業

4 平成

主要施策

Ⅴ計画の推進

平成 17

対　　　象
（誰のために）

監査等の充実

主な
関連

予算・
事業名

固定資産の納税者

税総務費

固定資産評価審査委員会費

1中事業

大事業
施　 策

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

412

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

固定資産評価審査委員会費

総務費

徴税費

固定資産評価審査委員会事務局

2

2

一般会計

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
野村　政彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック
担当部課

作成者氏名

款

0826
（42）5622

2

―

―

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

○

備考欄（留意事項）

　地方税法に基づき、固定資産評価審査委員会が処理するもの
とされている。

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

人件費

23年度 24年度

人件費

136 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,067

○

○

合計

―

136

直接事業費

財源（千円）

国県補助金等

人件費

○

○

―

―

受益者負担受益者負担

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

65

56

コスト（千円）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

コスト（千円）財源（千円）

納税者の申出により、固定資産の適正かつ公正な価格を第三者の立場で審議し、納税者の権利を保障する。

委員会を開催し、審査決定する。審査の概要：審査の申出により、形式審査、事実審査、審査決定。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

25年度

直接事業費 65

136一般財源等合計

受益者負担

―一般財源等65一般財源等合計 2,123

受益者負担を検証している

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効
率
性

　今年度は審査申し出がなかったため、成果指標の比較が出来
ない。職員能力開発のため、税務課固定資産税係と連携しなが
ら研修会を実施している。また、県主催の研修会に参加してい
る。

―

2,123

―

　常に効率性に努めており、これ以上のコスト削減は認められ
ない。申し立ての時案により、調査・審査等に要する日数が変
わる可能性があり、事案いかんによっては、コスト削減が認め
られないケースがある。

○

○

―

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

合計

―

136

目標年度に目標を達成できそうである

市民への情報提供を行っている

千円

―

コ ス ト

1.00

0.25

活
動
・
結
果
指

単位

日

日

対　前　年　比

実績値

単位当たりコスト①

65

人

0.00

0.25 0.25

136合計

0.00

人

単位当たりコスト②

委員長選挙に関するもの。

年度H28

H28 年度

単位

対　前　年　比

コ ス ト

0.00

上記以外の委員会開催日数
1.00

審査に係る委員会開催日数

－

実績値

計画値

#DIV/0! －

#DIV/0!

0

1.00

37,200.00

2.001.00

1.00

200.00%

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

土地の審査についての不服審査申
出にかんするもの。

24年度

0.00

0

－

－#DIV/0!

25年度

－

1.00

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

備 考
（指標の計算方法、算式等）

人

千円

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

37,200

1.00

計画値

指　標　名　等

65

必要人員

－

時間外勤務手当 千円

23年度

0.00

合計

－

－

2,114,000

1,057,000.00

1.001.00 ・固定資産評価審査委員会運営研
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

2,123 る。

－

2,123

　固定資産に係る不服審査制度の概要について、ホームページ
に掲載している。

○

―

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

件 実績値

25年度

計画値

実績値

審査１件当たりの委員会開
催日数

指　標　名

0.00
審査決定件数

単位 計画値 －

　
　
成
果
指
標

単位

日

単位

％

30日以内（地方税法第
433条第1項の期限）審査
決定率

－

指
標

審査申出件数
単位

単位

－

0.00

－ －

－

－

30日以内の審査決定件数/審査決
定件数×100

計画値

実績値

－

－ －

－

1.00

日

計画値

コ ス ト

計画値 1.00

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
研修参加日数

対　前　年　比

－ －

－ －

－100.00%

1.00

24年度

1.00

2.00

8,990

0.00

4,495.00

－

0.00

2.00

23年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

土地の審査についての不服審査申
出。

・固定資産評価審査委員会運営研
修会（庁舎内研修）
・広島県主催研修会

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

H28 年度

年度

年度

－

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

縮小して継続する

年度

審査決定までの委員会開催日数合
計/審査決定件数

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

神岡　眞信

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％決定率

納税者からの審査の申出が行われない年度もある。

実績値 － － 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

412 固定資産評価審査委員会事務局（固定資産評価審査事業）


